
亀山市立医療センター屋上改修工事

株式会社　石本建築事務所



共通特記仕様書
04．主要データ 2） 部分使用、 契約書及び設計図書により部分使用、部分引渡しの指定がある場合は関係法令に基づ 02．用語の定義（1.1.2）

00．特記仕様書（共通・各工事）における各章の取り扱い及び適用項目の取り扱い 部分引渡し いて必要となる手続きについて発注者に協力する。 ａ．監理者

：病院 ａ．総ベッド数 計 床 工事監理受託者が選任する監理業務遂行の中心となり直接的に請負者へ指示及び承諾を行う者をいう。標準仕様書に

ａ．0章：共通特記事項及び1章：一般共通事項は各工事（建築工事・電気設備工事・機械設備工事）の標準仕様書に ｂ．ベッド数内訳（科目毎の数） 床 3） 軽微な変更 現場の納まり、取合いなどの関係で材料の寸法、仕様、工法、取付け位置又は取付け方 示す用語の「監督職員」を「監理者」と読み替える。

　　示される事項について建築工事編を中心にまとめたもので表示番号は建築工事編を採用している。 ：駐車場 ａ．駐車台数 台 法の変更等の軽微な変更については監理者の指示により行う。この場合、請負代金額の ｂ．請負者等

　　また、文中の一部について、建築工事標準仕様書のみに記載されている事項、電気設備工事及び機械設備工事 　（内、機械式駐車場 台　、その他 台） 増減はしない。 当該工事請負契約請負者又は契約書規定により定められた現場代理人をいい当該工事では、その

　標準仕様書のみに記載されている事項も記載している。 ｂ．身障者用　 台 他に次に示す責任者を定める。

ｂ．各章は章名の右側に「本章は本工事に適用せず」と明記されていない限り適用する。 ｃ．総計 台 4） 設計変更 部分的な変更又は一部の追加工事などに関し、請負代金額に増減が生じた場合、請負 1）施工管理責任者 当該工事の施工管理責任を有する者で請負者が定める。管理技術者（民間連合協定「工事請負

ｃ．各節は節名の右側に「本節は本工事に適用せず」と明記されていない限り適用する。 ｄ．うち附置義務台数　 台 者は施工に先立ち、そのつど工事費の増減を清算した内訳明細書と変更部分を示した 契約約款」用語）又は主任技術者（民間連合協定「工事請負契約約款」用語）が兼任することが

ｄ．節中の番号「01.」は番号の左側に×印が明記されていない限り適用する。 図面を監理者に提出し、承認を受けた後に施工する。この場合の工事単価は原則として できる。

e．　ａ．ｂ．ｃ．／1）／：印は事項を表わし、事項中の項目は※印または◎印の付いた項目（両方に印のある場合は◎を 05．発注方式 請負代金内訳書の概算単価による。ただし、設計変更対象となる変更についての単価は 2）工程内検査責任者 当該工事で定められた検査及び試験を実施する責任を有する者で請負者が定める。

　 優先とする。）及び仕様を適用し、「×」印又は「・」は適用しない。 ａ．発注方式 ・ 分離発注 ◎ 一括発注 ・ 随意契約 設計内訳書による。 ｃ．監督職員の承諾、監督員の指示、監督職員と協議、監督職員の検査、監督職員の立会いは標準仕様書による。

ｆ．各節及び番号に記載の（　）内の表示番号は各工事標準仕様書の項目、表、図を示す。 ｂ．発注区分 ◎ 建築工事一式　　 緊急性のある場合は、監理者との協議の上、変更指示書の確認により施工に着手するこ ｄ．「監督職員に報告」、「監督職員に提出」は標準仕様書による。

ｇ．品質性能上、製造所名を記入する場合は｢株式会社｣等の記載は省略する。（　）内は製品名を示す。 ・ （病棟6階・PH1階・PH2階の屋上防水改修、病棟2階光庭防水改修 とも可とする。 e．基本要求品質 施工の各段階に定める完成状態を示し、建物の引渡しに際しても有している状態をいう。

ｈ．特記仕様書中に示す数字の単位は数字の後に特記がない限り「ｍｍ（ミリメートル）」とする。 ブリッジ部のロードヒーティング敷設及び防水改修） f．品質計画、品質管理、特記、書面、工事関係図書、施工図等、JIS、JASは標準仕様書による。

・ 電気設備工事一式 5） 工事範囲及び工事費 イ）施工、材料及び製品の試験、見本等の作成、製品検査等に要する費用。 ｇ．規格証明書 設計図書に定められた規格、基準等に適合することの証明となるもので当該規格、基準等の制度に

０章：共通特記事項 ・ 機械設備工事一式（空調換気設備工事・給排水衛生設備工事） に含まれる費用 ロ）工事施工に必要な敷地周辺の障害となるものの移設と復旧。 よって定められた者が発行した資料をいう。

・ 空調換気設備工事一式 （右記の工事及び費用 ハ）工事用機器、材料などの取入れに必要な搬入口及び通路の設置とこれに伴う ｈ．一工程の施工 施工の工程において、同一の材料を用い、同一の施工方法による作業が行われる場合で監理者の承諾

01．工事概要 ・ 給排水衛生設備工事一式 は本工事に含まれる。） 　　補強、養生、後片づけ。 を受けた工程をいう。

a．発注者 亀山市長　　櫻井義之 ｃ．コストオン工事 ：コストオン工事の有無 ◎ 無 ・ 有 その他は0章.06.工事区分 ｉ．工事検査、技術検査は1章-2：監理方針及び妥当性確認計画による。概成工期は本章2節12実施工程表による。

b．工事名称 亀山市立医療センター屋上改修工事 ：工事種類 による ｊ．工事監理 工事監理は発注者の委任を受けて次のことを行うが、具体的な監理項目及び確認方法は1章-2-7

c．工事場所 亀山市亀田町466番地１　亀山市立医療センター地内 ：発注区分 プロセスの妥当性確認計画に定める。

d．工事種目 ※ 改修 ・ その他 ｄ．工事期間内に行われる別途工事 6） 工事に含まれない費用 イ）予測しなかった地下埋設物及び障害物等の撤去費用 1）設計意図を正確に伝えるため請負者と打合せ、必要に応じ説明図などを作成し、請負者に交付すること。

e．工事期間 ：着工 2011 年 12 月 日 ：完成 2012 年 3 月 10 日 ：別途工事の有無 ◎ 無 ・ 有 （右記に示す費用は発 ロ）近隣との紛争解決に要する費用。ただし、工事施工に起因するものは請負者負担とする。 2）設計図書に基づいて作成した詳細図などを工程表に基づき請負者が工事を円滑に遂行するために必要な

f．工事範囲及び ◎ 建築工事 ・ ：工事種類 注者の負担とする。） ハ）地鎮祭以外の式典費。ただし、請負者は式場の設営には協力する。 　時期に請負者に交付すること。

　工事項目 ※ バルコニー防水改修工事 その他は0章.06.工事区 3）請負者が提出する施工計画を検討し、助言すること。

※ ２階屋上防水改修工事 06．工事区分　 ※本工事の工事区分は設計図面によるほか、下記のとおりとする。 分による 4）請負者の作成する施工図（原寸図、工作図などをいう）、模型などを検討し、承諾すること。

※ ３階屋上防水改修工事 ａ．　05.ｂ．発注区分に示す工事別の区分は図示による。 5）設計図書に定めるところにより、施工について指示し、施工に立会い、工事材料・建築設備の機器及び

※ ＰＨ階・ＰＨＲ屋上防水改修工事 b．工事内容の区分は※印を適用する。 7） 第三者、近隣住民への対策 イ）請負者は危険防止対策、騒音振動対策、工事用車両による交通障害対策、塵埃対策、 　仕上げ見本などを検査又は検討し、承諾すること。

g．別途工事 ・ ・ c．工事区分で示す名称の定義は次のとおりとする。 1）請負者 ：各工事別請負者の負担 　地下水への影響に伴う対策など工事の進行によって予想される障害に対しては事前に 6）工事の内容が設計図・詳細図・施工図・仕様書など、この契約に合致していることを確認すること。

・ 2）別途 ：本工事に含まない別途の負担 　万全の工事計画を立て、実行し、その費用を負担する。 7）請負者の提出する出来高払い又は完成払いの請求書を技術的に審査し、承諾すること。

3）発注者 ：発注者の負担 ロ）これらの計画に際しては事前に近隣住民の十分な了解を得ることにより、工事の進捗 8）工事の内容・工期又は請負代金額の変更に関する書類を技術的に審査し、承諾すること。

02．敷地概要 d．　仮設費用等は以下の区分とする。 　に支障の無いよう責任を持って処置する。必要な場合は近隣住民と工事協定書を取り 9）工事の完成を確認し、契約の目的物の引渡しに立会うこと。

a．用途地域 01）共通項目 　交わす。 k．監理方針書 工事監理受託者が作成する当該工事の具体的な監理方針、監理項目及び確認方法を示す文書を示し、

b．面積 m
2 01：工事上の各種申請届出費用　　 ※ 請負者 本特記仕様書内「１章-2：監理方針及び妥当性確認計画」記載時事項による。

c．容積率 ％ 02：工事用電力、上下水道、ガス引込工事　　 ※ 請負者 ｅ．特別な材料、機器などの工法は当該製造所の指定工法による。

d．建蔽率 ％ 03：工事用電力、上下水道、ガス料金（引込負担金、基本料金、使用料を含む） ※ 請負者 ｆ．本工事に使用する建築材料などは、設計図書に規定するもの又はこれらと同等品とし、同等品とする場合は監理者の承諾 03．官公署その他への届出手続き及び検査（1.1.3）

e．防火地域 × 04：既存上下水道、ガス管撤去、手続き ・ 衛生 ・ 別途 ・ 発注者 　を受ける。 ａ．関係官公署その他の関係機関への必要な届出、手続き等の種別、手順、時期等を一覧表にして監理者へ報告し必要

f．日影規制 ：該当の有無 ・ 有 ・ 無 05：工事監理受託者現場事務所　 ※ 請負者 ｇ．設計図書に添付した参考図は品質特性、形状、工法などを参考として記載したものであり、その材料、形状、工法などに  　な届出等を遅滞なく行う。

：測定面 m 06：同上　備品一式　 ※ 請負者 　ついて特定の製造所を示すものではない。 ｂ．関係官公署その他関係機関の立会検査を必要とするものは監理者と協議の上、検査を受け、結果を監理者に報告する。

：時間 ・ 10m ＝ 時間 ・ 5m ＝ 時間 07：請負者現場事務所　 ※ 請負者 ｃ．関係法令等に基づく官公署その他関係機関の検査においては、検査に必要な資機材及び労務等を提供する。

ｇ．その他の地域 × 08：化学物質濃度測定　 ・ 工事別 ・ 建築 ｈ．設計図書に記載している既存建物状況については、改修工事設計において確認不可能な設計及び工事の変更、改造等 ｄ．ｂの検査の結果、不合格箇所がある場合は速やかに補正し、必要な手続きを行い、結果を監理者に報告する。

　が行われている場合もあるため、施工に先立ち十分な調査を行い、監理者への報告と共に施工方法の調整を行う。

ｈ．道路 ：前面道路幅員 m 07．見積要項 １） 請負者は施工計画作成に先立ち、既存建物に関する当該項目の主旨に基づく調査を行い、報告書を作成する。 04．工事実績情報の登録（1.1.4）

：その他の道路幅員 m ａ．見積用設計図書 1）見積要項書（現場説明書・質疑回答書・追加変更指示書を含む） ２） 施工における調整を必要とする箇所が認められた場合には、設計内容と同等の代替提案を作成し監理者と協議を行い ａ．工事実績情報の登録 ◎ 有　 ・ 無

ｉ．駐車附置義務 2）意匠図（特記仕様書・設計図） 13 枚 　　施工方法を決定する。 ｂ．登録時期等については標準仕様書による。

ｊ．本工事に適用する風圧力と積雪荷重 3）構造図（特記仕様書・設計図） 枚

屋根ふき材、外装材及び屋外に面する帳壁に対する風圧力は、建築基準法施行令第82条の4、および 4）電気設備図（特記仕様書・設計図） 枚 08．管理運営の進め方 05．書類の書式等（1.1.5）

平12年建告1458号による数値を採用し安全上支障のないこと。積雪荷重についても同様とする。 5）空調設備図（特記仕様書・設計図） 枚 ａ．施工に先立ち、設計者及び監理者から設計の要点や監理方針などについて、1章-2監理方針及び妥当性確認計画により、 ａ.施工体制台帳及び施工体系図の作成 ◎ 有　 ・ 無

風圧力 ：地表面粗度区分 ・ Ⅰ ・ Ⅱ ◎ Ⅲ ・ Ⅳ 5）衛生設備図（特記仕様書・設計図） 枚 　請負者に説明をおこなう。（設計図書説明会） ｂ.書面を提出する場合の書式は1章-2：監理方針及び妥当性確認計画による。

：建物高さと軒高の平均 ・ Ｈ＝ m ・ Ｈ＝ m（がけ地等考慮） 合計 13 枚

：国土交通省が定めるその地域の風速 Ｖ0＝ m/s 1章：一般共通事項 06．設計図書等の取扱い（1.1.6）は標準仕様書による。

ｂ．見積項目 見積項目は以下の項目によって作成する。

ｋ．許認可関係 ：申請種類 ａ） 共通仮設工事 1節：一般事項 07．別契約の間連工事（1.1.7）

：許認可日 年 月 日 ：許認可番号 ｂ） 建築工事 工事項目による ａ．工事を完成するために密接に関連する別契約の工事について請負者は、別契約工事の施工に協力するとともに円滑

ｃ） 現場管理費 01．適用範囲（1.1.1） 　　な工事進捗が行われるように調整する。

ｄ） 一般管理費 ａ．特記仕様書は図面及び国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築改修工事標準仕様書（各工事編）」最新版 ｂ．別契約工事との調整にあたって監理者から指示がある場合はこれに従う。

03．建物概要 小計 （以下「標準仕様書」）に優先するが特記仕様書及び図面に記載されていない事項は標準仕様書による。 ｃ．建築工事請負者は発注形式に関わらず、電気設備工事、機械設備工事等の別契約の関連工事を含めた全体工程管理

ａ．主要用途 ：主要用途及び付属用途 病院 ｅ） 消費税 ｂ．各工事において、他の工事と関連ある事項は各々の標準仕様書による。 　　の中心となり、工事工期を厳守すべく各工事を含めて調整を行う。また、別契約の請負者はこれに協力する。

：消防法防火対象区分 指定なし 合計 ｃ．全ての設計図書は相互に補完するものとし、設計図書間に相違がある場合の優先順位は次のとおりとする。但し、これに

ｂ．面積 ：建築面積 m
2   よりがたい場合は08.疑義に対する協議等による。 08．疑義に対する協議等（1.1.8）

：延床面積 m
2 ｃ．請負契約 ａ．設計図書等に定められた内容に疑義が生じた場合又は現場の納まり、取合い等の関係で、設計図書等によることが困難

：容積対象面積 m
2 契約書 ・ 民間（旧四会）連合協定工事請負契約約款     　　 種類 文書名 優先順位 　 若しくは不都合が生じた場合並びに設計図書に記載されていない見え隠れ部分に不具合が認められた場合は、監理者と

：建蔽率 ％ ・ その他の約款　（ 　）による 契約書 文書名を明記 ◎ 　 協議する。

：容積率 ％ ※ 民間（旧四会）連合協定工事請負契約約款による場合は、下記の事項について修正及び付加する。 業務仕様書又は業務委託書 文書名を明記 ◎ ｂ．（ａ．）の協議を行った結果、設計図書の訂正又は変更を行う場合の措置は、契約書の規定による。

：棟別面積表  現地説明関係 現地説明要項書 ○月○日付　現地説明資料 2 ｃ．（ａ．）の協議を行った結果、設計図書の訂正又は変更に至らない事項は、1．2．4(a)による。

：用途別面積表 ａ）第3条「関連工事の調整」（2）　 甲が丙に委託した関連項目の調整 質疑応答書 ○月○日付　質疑応答書 1

：改修部分面積表 追加指示書 ○月○日付　追加指示書 1 09．工事の一時中止に係る事項（1.1.9）・工期の変更に係る資料の提出（1.1.10）は

ｃ．高さ ：軒高 m b）第13条「工事材料・建築設備の ただし書き以降、当該検査または検査に要する費用および特別に要する 特記仕様書 3 標準仕様書による。

：最高高さ m 機器・施工用機器」（2） 費用の負担は協議による。  実施設計図面 改修工事実施図面 4

ｄ．構造・規模 ：地上 3 階 ：地下 1 階 標準仕様書 公共建築改修工事標準仕様書 5 10．特許権等（1.1.11）

： ＲＣ 造 ｄ．請負者の業務 　　（建築工事編）（最新版） ａ．特許権、実用新案権、意匠権、商標権など日本国の法令に基づく第三者の権利の対象となっている工事材料、建築設備

ｅ．基礎形式 ： 1） 工事完成物 次の各項目については、請負者の責任において所定の品質・機能・性能・安全性を検証し、 公共建築改修工事標準仕様書 5 　機器、施工方法などを使用するときは請負者の責任で必要な手続きを行い、費用を負担する。

ｆ．荷重 ：積雪荷重 N/m
2 の品質確保 確保する。 　　（電気設備工事編）（最新版） ｂ．施工図などの著作権に係る本建築物に限る使用権は発注者に委譲する。

・ 多雪地域　　 ・ 指定なし 室内許容騒音 ・ 設計図書に記載された値以下とする 公共建築改修工事標準仕様書 5 ｃ．工事の施工上の必要から材料、施工方法等の考案を行い、これに関する特許権等を出願する場合は監理者と協議する。

ｇ．仕上 ：屋根仕上 改質アスファルトシート防水、ウレタン系塗膜防水 　　（機械設備工事編）（最新版）

：外壁仕上 屋外（敷地境界線上） ・ 規制値以下とする。（設計図書に記載なき場合でも、当該地に 公共建築工事標準仕様書 6 11．文化財その他の埋蔵物（1.1.12）、関係法令等の遵守（1.1.13）（機械標準仕様書1.1.14）は　　

× ｈ.電気設備 ：受変電 ・ 特別高圧 ・ 高圧 ・ 低圧 ・ 容量（　 ）ｋＶＡ 許容騒音 おける規制を調査の上対処する。） 　　（建築工事編・電気設備工事編・機械設備工事編）（最新版） 標準仕様書による。

：自家発電 ・ ディーゼル ・ ガスタービン ・ 容量（　 ）ｋＶＡ (社)日本建築学会 7

× ｉ.空調換気設備 ：熱源 ・ 電気 ・ 都市ガス ・ 油 ・ 地域冷暖房 保守性 ※ 保守点検に必要な点検口、タラップ、足場、デッキ、手摺、丸環 「建築工事標準仕様書」（最新版）

：蓄熱槽 ・ 無 ・ 有 （ ｍ
3
） ※ 機器更新時の容易性の確保 ※1）監理指針 建築改修工事監理指針（最新版）上・下 ※

：熱源方式 建築工事監理指針（最新版）上・下 ※

：空調方式 安全性 ・ 建築非構造部材の耐震・耐風性 電気設備工事監理指針（最新版） ※

× ｊ.給排水衛生設備 ：給水 ・ 高架水槽方式 ・ 水道直結方式 ・ 加圧方式 カーテンウオール、ALCパネル帳壁、押出成形セメント板帳壁、レンガブロック帳壁 機械設備工事監理指針（最新版） ※

：雨水利用 ・ 便器洗浄水　　 ・ 散水 石張り、タイル張り及び左官工法、乾式・湿式間仕切り壁及び内装仕上材 工事写真の撮り方 工事写真の撮り方　建築編　改訂2版 ◎

：給湯 ・ 局所式給湯　 ・ 中央式給湯 天井、床、ガラス窓及びガラス壁、扉、キスパンションジョイント、屋根ふき材、

：ガス ・ 都市ガス　　 ・ プロパン 雑壁腰壁等非構造壁機能上建物から突出して取付けられる付加工作物 注記 ：優先順位欄における記号について、数字は優先順位を示し、◎印は順位には関係なく、本工事に適用する。

：排水 ・ 公共下水道 ・ 浄化槽（ 人槽）　　BOD ppm （外部階段、バルコニー、パラペット、庇、煙突、広告塔、看板、設備関係機器など） ：※1）標準仕様書の技術的解釈については監理指針に準拠する。

：消火 ・ 屋内消火栓 ・ 屋外消火栓 ・ スプリンクラー

・ 泡消火 ・ 不燃性ガス消火 ・ 水噴霧消火 法適合確認結果等 法適合確認結果等

・ 連結散水 ・ 連結送水管 ・ 消火器 確認した範囲等 確認した範囲等

・ 粉末消火　 ・ ダクトフード消火 本工事に適用する風圧力と積雪荷重

履歴 完成図作成（施工者） 完成図承諾 法適合確認欄 法適合確認欄  製作日

2011.10.31

代表設計者

舟橋　充男

業務名称 業務契約ｺｰﾄﾞ 図面番号 管理建築士

日付

○○○○○

日付

○○○○○

構造設計一級建築士

○○○○

設備設計一級建築士

○○○○

日付

2011.10.31 亀山市立医療センター屋上改修工事 105203-02
１級建築士

管理技術者

○○○○○

監理者

○○○○○

証交付番号

第○○○○号

証交付番号

第○○○○号

 ﾌｧｲﾙ名

AUTO CAD

設計者

山内　正喜

図面名称 縮尺
A－ 1 登録第128269号

担当者

○○○○○

担当者

○○○○○

担当者

○○○○○ 改修工事共通特記仕様書-1
植野　收本図（仕様書）に記載された事項は、構造関

係規定に適合する事を確認した。

本図（仕様書）に記載された事項は、設備関

係規定に適合する事を確認した。

亀山市医療センター屋上改修工事特記仕様書

亀山市医療センター屋上改修工事実施設計図



2節：工事関係図書 21．施工中の安全確保（1.3.7）（改修工事標準仕様書電気・機械編1.3.5）　　　 33．材料の保管（1.4.6）、機材の保管（改修工事標準仕様書電気・機械編1.4.7）は標準仕様書による。 49．製造所・専門工事業者の選定

ａ．請負者は関連法令等に従い、施工にともなう災害の防止及び環境の保全に努める。これにより、他に損害を与えた ａ．主要材料、製品、機器及び、それらの製造所・専門工事業者は監理者の承諾を受ける。

12．実施工程表（1.2.1）は下記によるととも1章-2：監理方針及び妥当性確認計画に定める。 　場合の補修及び補償は請負者の負担とする。 5節：施工調査 ｂ．指定のない場合又は同等品と記載がある場合は判定に必要な資料を提出して監理者の承諾を受ける。

ａ．工事着手前に実施工程表を作成し、監理者の承諾を得る。 ｂ．工事の施工に伴い発生する廃棄物は選別等を行い、リサイクル等の再資源化に努める。 ｃ．請負者は請負者の総括のもとに各製造所及び専門工事業者の作業分担及び責任範囲を明らかにした選定届を監理

ｂ．月間工程表、週間工程表等の作成は監理者の指示による。 ｃ．工事中に発生した施工による公害及び近隣よりの苦情に対しては請負者の責任で解決を図る。 34．施工計画調査（1.5.1） 　者に提出する．

ｃ．概成工期 ※ 無 ・ 有（　　　　） ｄ．その他、標準仕様書による。 ａ．工事の着手に先立ち、施工計画作成のための調査を行う。調査結果を監理者に報告し、施工計画に十分反映させる。 ｄ．選定届の書式及び記載事項は1章-2：監理方針及び妥当性確認計画に定める。

13．施工計画書（1.2.2）は標準仕様書による共に1章-2：監理方針及び妥当性確認計画に定める。 22．発生材の処理等（1.3.8）（改修工事標準仕様書電気1.9.1）（改修工事標準仕様書機械5.1.1～5.1.2）　 35．施工数量調査（1.5.2） 7節：工事検査及び技術検査

ａ．施工計画においては、建物の安全性及び耐久性・機能性が十分確保されるよう請負者の責任において材料・工法の検討 ａ．工事中は発生材の抑制、再利用、再生資源化及び再生資源の積極的な活用に努める。また、特記仕様書で指示 ａ．施工に先立ち、施工数量調査を行う。

　を行い、施工計画書を作成する事。また、上記性能を確保する上で、設計図書に記載されている材料・仕様・工法に質疑が 　する以外に再利用、再生資源化及び再生資源を行う場合は監理者と協議する。 ｂ．調査範囲 ※ 施工指定範囲及び施工に際し関連すると考えられる範囲 50．自主検査（1.7.1/1.7.2）、中間検査（1.7.1/1.7.2）、完成検査（1.7.1/1.7.2）、引渡し検査（1.7.1/1.7.2）は、

　ある場合は、その旨を監理者に報告し、協議の上、施工計画書を定めること。 ｂ．発生材の処理 ｃ．調査方法 ※ 施工者の判断による。 1章-2：監理方針及び妥当性確認計画、5.検査の項による。

ｂ．非構造部材の受け材に関して、目的とする性能が確保可能であることを、請負者において検討確認を行うこと。 1）特別管理産業廃棄物 イ）対象物の有無 ◎ 無　 ・ 有 ｄ．調査後、報告書を監理者へ提出する。

ロ）対象物 8節：完成図等

14．施工図等（1.2.3）は標準仕様書によるとともに監理方針書に定める。　 2）引渡しを要するもの イ）対象物の有無 ◎ 無　　 ・ 有 36．事前調査（1.5.2）（改修工事標準仕様書電気・機械編1.3.5）　は標準仕様書による。　　

ａ．施工図においては、建物の安全性及び耐久性・機能性が十分確保されるよう、請負者の責任において施工図を作成する ロ）対象物 51．完成時の提出図書（1.8.1）

　こと。また、上記性能を確保する上で、設計図書に記載されている材料・仕様・工法に質疑がある場合は、その旨を監理者 3）再利用を図る発生材 イ）対象物の有無 ◎ 無　　　　 ・ 有 37．調査のための破壊部分の補修（1.5.3） ａ．完成時の提出図書は完成図、完成写真、完成調書とし、具体的な内容は以下に示す。

　に報告し、協議の上、施工図を作成すること。 ロ）対象物 ａ．施工数量調査で既存部分の破壊を行った場合の破壊部分の補修方法 ｂ．完成引渡し後の活動に関する事項を以下に示す。

ｂ．施工図等の作成、承諾手順は監理方針書に定める。 4）再資源化を図る発生材 イ）対象物の有無 ◎ 無 ・ 有 ※ 破壊前の現状復帰とする。

ｃ．総合図 1）各工事の施工に先立ち、各施工図の基準となる総合図を作成する。 ロ）対象物 ・ 図示 52．完成図（1.8.2）

2）総合図は施工図作成に先立ち、建築、設備、その他、別途発注工事請負者の情報をすべて盛り込み、 ｃ．ｂに定めるもの以外はすべて構外に搬出し、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律、廃棄物の処理 ａ．完成図は工事目的物の完成時の状態を表現し、完成建物に関する情報を整理、記録し、建物保守管理及び将来

　それらの接点の細部調整 を行うためのものとする。 　及び清掃に関する法律、その他関係法令等によるほか、建設副産物適正処理推進要綱に従い適切に処理し、 38．事前打合せ（1.5.3）（改修工事標準仕様書電気・機械編1.3.5）は標準仕様書による。 　の改修、増改築等を行う際の基本情報として活用することを目的として請負者が作成する。

3）監理者の指示により、建築工事請負者が元図（平面図、展開図、天井伏図等）を作成し、その他の各関 　監理者に報告する。 ｂ．完成図は原則として設計原図を使用して作成し、引渡し後１ヶ月以内に提出し、内容について監理者の承認を受

　連工事の請負者は協力して各工事の機器類等を元図に記載し、相互調整を行う。 6節：施工 　ける。

ｄ．模型、型板、見本 1）模型製作の有無　　　　 ◎ 無し　 ・ 有り 　仕様： 23．交通安全管理（1.3.9）（改修工事標準仕様書機械1.3.6）・災害時の安全確保（1.3.10）（改修工事 ｃ．完成図の原図はＣＡＤで作成し、トレーシングペーパーで提出する。尚、完成図の寸法及び縮尺等は原則として

　サイズ/スケール/部位等： 標準仕様書電気1.3.7）（改修工事標準仕様書機械1.3.8）・（改修工事標準仕様書電気1.7.1～ 39．施工（1.6.1）（改修工事標準仕様書電気・機械編1.5.1）は標準仕様書による。 　設計図書に準ずる。

2）工事完成に必要な型板、見本などは施工に先立ち、監理者の指示により、製作して承諾を受 1.7.3）（改修工事標準仕様書機械3.1.1、3.2.1～3.2.2）は標準仕様書による。 ｄ．完成図及び総合図、施工図の種類

　ける。  40．技能士（1.6.2）（改修工事標準仕様書機械1.6.2） 1）完成図 イ）意匠図 ◎ 特記仕様書 ◎ 配置図 ・ 面積表 ◎ 仕上表 ◎ 平面図

3）承諾を受けた見本は使用箇所、承認日時を付けて整理し、完成引渡し時まで保管する。 24．施工中の環境保全等（1.3.11）（改修工事標準仕様書電気1.3.8）（改修工事標準仕様書機械1.3.9） ａ．適用の有無 ・ 無　　　 ※ 有（ 防水工事　） ・ 立面図　 ・ 断面図　 ・ 矩形図 ◎ 各種詳細図

ａ．請負者は関係法令等に従い工事施工の各段階において、騒音、振動、粉塵、臭気、大気汚染、水質汚濁等の影響 ｂ．適用工事種別 ・ 監理者との協議による ・ ・ 建具表一式 ◎ その他、監理者が指示する図面

15．工事の記録（1.2.4） 　が生じないよう、周辺環境の保全に努める。これにより、他に損害を与えた場合の補修及び補償は請負者の負担とする。 ロ）構造図 ・ 特記仕様書を含む一式

ａ．監理者の指示した事項及び監理者と協議した結果について記録を整備する。 ｂ．仕上塗材、塗料、シーリング材、接着剤その他の科学製品については当該製品の製造所が作成した科学物質等 41．技能資格者（1.6.3）は標準仕様書による。      ハ）電気設備図 ・ 特記仕様書を含む一式

ｂ．下記の場合、施工記録、工事写真、見本等を整備する 　安全データシート（ＭＳＤＳ）を常備する。 ニ）機械設備図 ・ 特記仕様書を含む一式

1）後日の目視による検査が不可能又は容易でない部分の施工を行う場合。 42．一工程の施工の事前確認（改修工事標準仕様書電気1.6.2）（改修工事標準仕様書機械1.6.3） 2）総合図 ・ 原図一式及びＣＡＤデータ ◎ 提出不要

2）一工程の施工を完了した場合。 25．既存部分等への処置（1.3.12）（改修工事標準仕様書電気1.3.9）（改修工事標準仕様書機械1.3.10）  は標準仕様書による。 3）施工図 ◎ 監理者が指示するもの。 ・ 提出不要

3）施工が適切なことを証明する必要があるとして監理者が指示した場合。 ａ．工事目的物の施工済部分等について、汚染又は損傷しないよう適切な養生を行う。 4）工作図 ・ 監理者が指示するもの。 ◎ 提出不要

4）設計図書又は1章-2-7.プロセスの妥当性確認計画に定められた施工の確認を行った場合。 ｂ．既存部分への養生は、２章３節「養生」による。 43．一工程の施工の確認及び報告（1.6.4） （改修工事標準仕様書電気1.6.3）（改修工事標準仕様書 ｅ．完成図の提出形式及び部数

ｃ．工事報告書の提出 ｃ．工事施工に際し、既存部分を汚染又は損傷した場合は、監理者に報告するとともに承諾を受けて現状に準じて補修する。 機械1.6.4） 1）原図

1）請負者は工事の進捗、現場打合わせ事項、指示事項、現場行事、材料の搬入などの状況を示す報告及び出来高 ａ．請負者は一工程の施工が完了した時又は監理者の指示による工程の段階において、その施工が設計図書及び施工 イ）原図仕様 ※ トレーシングペーパー ・ 白黒コピー

　対照表、施工状況略図を記載した工事報告書を月１回提出する。工事報告書の書式は監理者が指示する。 26．後片付け（1.3.13）（改修工事標準仕様書電気1.3.10）（改修工事標準仕様書機械1.3.11）　 　図に適合していることを検査又は確認して監理者へ報告する。 ロ）提出先 工事監理受託者

2）工事報告書には工事写真（定点撮影を含む）を添付する。 工事の完成に際しては、建築物等の内外の後片付け及び清掃を行う。 ｂ．一工程又は監理者の指示による工程の段階は、44項による。 ハ）部数 原図一式及びＣＡＤデータ ※ 原図（押印されたもの）のPDFデーター一式

3）工事日報を提出する場合は監理者の指示による。 2）A1青焼図（または白黒コピー）　

ｄ．工事関係提出図書 4節：材料（改修工事標準仕様書電気・機械編：機器及び材料） 44．施工の検査等（1.6.5）（改修工事標準仕様書電気1.6.4）（改修工事標準仕様書機械1.6.5） イ）提出先 発注者

工事の着手時、工事中及び完成時に請負者が提出する書類、必要部数及び提出手順等は1章-2.監理方針及び  施工の検査等に伴う試験（1.6.6）（改修工事標準仕様書電気1.6.5）（改修工事標準仕様書機械1.6.6） ロ）部数 1章-2：監理方針及び妥当性確認計画による。

妥当性確認計画に定める。 27．環境への配慮（1.4.1）（改修工事標準仕様書電気・機械編1.4.1）     施工の立会い等（1.6.7）（改修工事標準仕様書電気・機械編1.6.7） ハ）形式 二つ折背張り製本（観音製本）工事名、発注者名､工事監理受託者名、請負者名記入

ａ．特記仕様書に定める他、環境負荷を低減できる材料の選択に努め、採用に際しては監理者と協議する。 ａ．一工程の施工の確認及び報告で実施する検査は工程内検査責任者が実施する。 3）A3縮小図

3節：工事現場管理 ｂ．本工事に使用する建築材料等は揮発性有機化合物の放散による健康への影響に配慮し、次の1）から5）を満たすもの ｂ．施工の検査及び施工の立会いを必要とする工程及び確認方法は1章-2-7.プロセスの妥当性確認に定める。 イ）提出先 発注者・工事監理受託者

　　とする。 ｃ．工事現場及び第三者地域での工程内検査を次のとおりに定義する。 ロ）部数 1章-2：監理方針及び妥当性確認計画による。

16．施工管理（1.3.1）は標準仕様書によるとともに1章-2：監理方針及び妥当性確認計画に 1）合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パーティクルボード、その他の木質建材、 1）工事現場で実施する検査 ハ）形式 二つ折背張り製本（観音製本）工事名、発注者名､工事監理受託者名、請負者名記入

定める。　 　ユリア樹脂板及び仕上げ塗材は、ホルムアルデヒドを放散しないか、放散が極めて少ないものとする。 施工及び構成材料を対象とし、当該工程を検査し、次工程へ進めることを承諾するために行う適合確認で監理 ｆ．総合図の提出形式及び部数

2）保温材、緩衝材、断熱材はホルムアルデヒド及びスチレンを放散しないか、放散が極めて少ないものとする。 者がリリース責任を保有する。 1）原図

17．施工管理技術者（1.3.2）     3）接着剤はフタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－2－エチルヘキサンを含有しない難揮発性の可塑材を使用し、 2）第三者地域で実施する検査 イ）提出先 工事監理受託者

ａ．施工管理技術者（現場代理人及び施工管理責任者）は次の資格（◎印）を適用する。◎印が複数ある場合は、その 　ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼンを放散しないか、放散が極めて少ないも 第三者地域とは下請負者工場、製作工場等の工事現場以外の場所をいい、施工を構成する製造物を対象とし、 ロ）部数 1章-2：監理方針及び妥当性確認計画による。ＣＡＤ図の場合はデータとも提出する。

　いずれかの資格を適用する。 　のとする。 請負者が設計図書に示された品質が工事現場で確保できることを確認するために実施する検査で、第三者地域 2）A1青焼図　（または白黒コピー）

1）建築工事 ◎ 一級建築士 ◎ 一級施工管理技師 4）塗料はホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼンを放散しないか放散が極めて少ないものとする。 におけるリリース責任及び工事現場搬入までの責任は請負者が保有する。 イ）提出先 発注者

2）電気設備工事 ・ 一級施工管理技師 ・ 電気主任技術者 5）上記の建築材料等を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器等はホルムアルデヒドを放散しないか、 工事監理受託者は請負者が実施した検査の内容及び結果の報告を受け、適切性、適合性を評価するものとし、 ロ）部数 1章-2：監理方針及び妥当性確認計画による。

・ 建築設備士 ・ 技術士 　放散が極めて少ないものとする。 原則として立会いは実施しないが「第三者地域で評価する必要があると請負者が判断した場合」には請負者の ハ）形式 二つ折背張り製本（観音製本）工事名、発注者名､工事監理受託者名、請負者名記入

3）空調換気設備工事 ・ 一級施工管理技師 ・ 電気主任技術者 ｃ．電気設備工事及び機械設備工事において屋内で使用する材料の選定に当たっては揮発性有機化合物の放散による 要請及び請負者の費用負担で実施する。 ｇ．施工図の提出形式及び部数

・ 建築設備士 ・ 技術士 　健康への影響に配慮する。 ｄ．施工の検査に伴う試験は次の場合とし、試験の完了後に試験成績書を監理者に提出する。 1）原図

4）給排水衛生設備工事 ・ 一級施工管理技師 ・ 電気主任技術者 1）1章-2-7.プロセスの妥当性確認による。 イ）提出先 工事監理受託者

・ 建築設備士 ・ 技術士 28．材料の品質等（1.4.2）（改修工事標準仕様書電気・機械編：機材の品質等1.4.2） 2）試験によらなければ設計図書に定められた条件に適合することが証明できない場合。 ロ）部数 1章-2：監理方針及び妥当性確認計画による。ＣＡＤ図の場合はデータとも提出する。

ｂ．現場代理人及び施工管理責任者は本工事に専任とし、原則として現場に常駐する。非常駐の場合は監理者の ａ．工事に使用する機器及び材料は設計図書に定める品質及び性能を有する新品とする。但し、仮設は新品でなくてもよい。 2）A1青焼図（または白黒コピー）　

　承諾を得る。 ｂ．給水設備、給湯設備に使用する機材は「給水装置の構造及び材質の基準に関する省令」（平成9年厚生省令第14号）に 45．工法の提案（1.6.8）（改修工事標準仕様書電気・機械編1.6.8） イ）提出先 発注者

　適合するものとする。 ａ．設計図書に定められた工法以外で「所定の品質及び性能の確保が可能な工法」及び「環境の保全に有効な工法」の提案 ロ）部数 1章-2：監理方針及び妥当性確認計画による。

18．電気保安技術者（1.3.3）（改修工事標準仕様書電気・機械編1.3.2） ｃ．使用する機材及び材料が設計図書に定める品質及び性能を有することの証明となる資料を監理者に提出する。 　がある場合は請負者の責任で計画、立案し、監理者と協議する。 ハ）形式 二つ折背張り製本（観音製本）工事名、発注者名､工事監理受託者名、請負者名記入

ａ．適用の有無 ・ 適用する　 ※ 適用しない 　但しJIS又はJASマーク、「給水装置の構造及び材質の基準に関する省令」（平成9年厚生省令第14号）に適合することを

　示す認証機関のマークのある機材を使用する場合、あらかじめ監理者の承諾を受けた場合は資料の提出を省略できる。 × 46．科学物質の濃度測定（1.6.9）（改修工事標準仕様書電気1.6.6）（改修工事標準仕様書機械1.6.9） 53．完成写真（1.8.1）

19．工事用電力設備の保安責任者（1.3.4）は標準仕様書による ｄ．調合を要する材料については、調合に先立ち調合表を監理者に提出する。 ａ．室内空気環境測定の実施 ａ．工事請負者は工事監理受託者が指定する 1）完成写真作成工事請負者 ※ 建築工事請負者 　 ・

ｅ．機材、材料の色、柄等については監理者の指示を受け、見本を提出又は提示し、材質、仕上げの程度、色合い等について ・ 実施する　　　 ※ 実施しない 建築写真家と契約し、完成写真を撮影する。 2）指定写真家 ：

20．施工条件（1.3.5）（改修工事標準仕様書電気・機械編1.3.3） 　監理者の承諾を得る。 ｂ．完成写真の仕様 1）サイズ ※ キャビネサイズ

ａ．施工時間 ｆ．電気設備及び機械設備工事の機器には、製造者名、製造年月日、形式、形番、性能等を明記した銘板を取り付ける。 47．撤去（改修工事標準仕様書電気1.8.1～1.8.6）（改修工事標準仕様書機械4.1.1～4.1.2） 2）色 ※ カラー　　 ・ モノクロ

※ 行政機関の休日に関する法律に定める行政機関の休日に工事の施工を行わない ｇ．製材等フローリング又は再生木質ボードを使用する場合は、グリーン購入法の基本方針の判断に従い、あらかじめ「木材・ ａ．共通・一般事項に関しては、標準仕様書による。 3）個所 ：外部 20 個所 ：内部 個所

※ 指定時間等は別途協議による 　木材製品の合法性、持続可能性の照明のためのガイドライン」（林野庁平成18年2月15日）に準拠した証明書を監理者に提 1）撤去前に内容物の回収を要する機器・配管等 ・ 有 ◎ 無 4）部数 ・ 2部（本社物件）　 ※ 3部（支所物件１部本社提出）

この場合の関係官庁との手続き・調整および近隣等の問題解決は請負者の責任とする 　出する。 ・ 図示 ・ 5）提出先 ※ 発注者（1部） ※ 工事監理受託者（ ※ 1部 ・ 2部）

ｂ．施工順序 2）各機器、配管及びダクトの撤去 ・ 有 ◎ 無 6）提出形式 ※ フリーアルバム ・ カラースライド

※ 施工者による計画提案を元に協議を行う 29．再使用機材（改修工事標準仕様書電気1.4.3）、再使用品（改修工事標準仕様書機械1.4.3） ・ 図示 ・ ※ 画像データ（CD-R）　TIFF及びJPEG形式　350dpi以上

・ 指定順序は図示による （概要は下記による） 　は標準仕様書による。  ｂ．アスベスト、鉛、ＰＶＣ等有害物質を含むものの撤去 ・ 有 ◎ 無 工事監理受託者用はKOKUYOA4クリヤーブック（固定式）同等品を用い、

ｃ．工事用車両の駐車場及び資機材の置場所 1）種類等 ・ 図示 ・ 写真はフォトコーナーで固定する。（糊付け、両面テープ不可）

・ 敷地内指定範囲 30．材料の搬入（1.4.3）、機材の搬入（改修工事標準仕様書電気・機械編1.4.4）は標準仕様書による。 7）作成様式 工事名、発注者名、工事監理受託者、請負者名入

◎ 指定場所等は別途協議による 48．現地調査 写真を識別する記号及び記号表を添付する。

31．材料の検査等（1.4.4）、機材の検査等機材の搬入（改修工事標準仕様書電気・機械編1.4.5）は ａ．施工に先立ち、次の事項及び監理者の指示する事項について現地調査を行い、調査結果を図面及び書面、写真 撮影者の住所、氏名、電話番号を明記する。

20．品質管理（1.3.6）（改修工事標準仕様書電気・機械編1.3.4）は標準仕様書によるとともに 1章-2：監理方針及び妥当性確認計画に定める。 　にまとめて監理者に報告し、仮設計画に十分反映させる。現地調査は工事によって影響を受ける可能性のある以下 ｃ.既存改修業務の部分 監理者の指示のある部分については、上記指定写真家により着工前の状況写真を撮影し、

    1章-2：監理方針及び妥当性確認計画に定める。    　のような項目について行い、その現況を十分に把握し、必要に応じて調査書を作成する。 完成写真に加える。上記箇所数には、当該既存部分写真も含むものとする。

32．材料の検査に伴う試験（1.4.5）、機材の検査等に伴う試験（改修工事標準仕様書電気・ 1）敷地周辺の環境、周辺の建物、周辺道路の交通状況、道路規制の有無、道路幅や作業時間規制など。 ｄ．ネガの保存及び引渡し 1）完成写真のネガは撮影後10年間、撮影者が保存し、工事監理受託者の要請に応じて貸

機械編1.4.6）は1章-2：監理方針及び妥当性確認計画に定める。 2）近隣建物の損傷程度や構築物の構造、形状、特に基礎、地下構築物などの詳細な状況。 　出す。

ａ．材料及び機材の品質及び性能を試験により証明する対象及び試験方法は1章-2-7.プロセスの妥当性確認に示す。 3）敷地周辺及び周辺道路に埋設されている上下水道、ガス管、電気ケーブル、マンホールなどの仕様、位置、レベル、 2）撮影者は10年を過ぎてネガを廃棄する場合は工事監理受託者へ連絡し、廃棄又は引渡

ｂ．試験方法はJASS及びJIS、SHASE-S（空気調和・衛生工学会規格）を標準とし、これらの規格又は制定のないものにつ 　重要度など。 　しを協議する。

　いては一般に認められた方法から選定し、監理者と協議する。 3）撮影者が10年間の保存を確約できない場合は著作権を放棄し、ネガを工事監理受託者

ｃ．電気及び機械設備の機材で製造者において実験値等が整備されているものは監理者の承諾により、性能表・能力計算 　へ引き渡す。

　書、性能を証明する資料により試験に代えることができる。

ｄ．試験は公的試験所を除き、原則として請負者が立会いする。

ｅ．試験の結果は試験成績書を提出し、監理者の承諾を受ける。

履歴 完成図作成（施工者） 完成図承諾  製作日

2011.10.31

代表設計者

舟橋　充男

業務名称 業務契約ｺｰﾄﾞ 図面番号 管理建築士

日付

○○○○○

日付

○○○○○

日付

2011.10.31 亀山市立医療センター屋上改修工事 105203-02
１級建築士

管理技術者

○○○○○

監理者

○○○○○

 ﾌｧｲﾙ名

AUTO CAD

設計者

山内　正喜

図面名称 縮尺
A－ 2 登録第128269号

担当者

○○○○○

担当者

○○○○○

担当者

○○○○○ 改修工事共通特記仕様書-2
植野　收



54．完成調書（1.8.1） 1章-2：監理方針及び妥当性確認計画 3．諸会議及び運営 　 4．4．総合図 ※ 作成時期は、総合図・施工図・製作図工程表に示し、躯体施工図承諾前に承諾を得ること

ａ．請負者は工事関連事項を完成調書としてまとめ、発注者及び工事監理受託者に提出する。 a）目的 建築（意匠・構造）・電気設備・機械設備・その他の設計図書に、各々盛込まれている設計情報並びに関連

ｂ．完成調書は発注形式に関わらず建築工事請負者がまとめ、その他の請負者はこれに協力する。 0.総則 3．1．諸会議 情報を一元化して確認、検討することにより、工事の全体概要と相互関係を把握し、設計意図の理解と基本

ｃ．完成調書に明記する事項、書式、要領及び部数は1章-2：監理方針及び妥当性確認計画による。 01．工程管理会議の種類と開催日 総合定例会議 　毎月第 曜日（ ： ～ ： ） 的な調整及び確認を行い、施工図作成の適正化と効率化のために活用することを目的とする。

01.本工事にかかる工事監理業務を建築士法及び設計図書に基づいて適切に行うことを目的に、提出すべき書類、 定例会議 　毎月第 曜日（ ： ～ ： ） b）主体と調整 建築本体工事の請負者が主体となり、関連する各工事の請負者がこれに協力して作成し、監理者が中心

× 55．鍵の整理及び提出　　　 監理の方針、工程プロセス中の妥当性確認事項及び確認方法、完成検査等の要領を以下に示す。 分科会 　定例会議後 となり、調整をおこなう。施工に関する調整は請負者間でおこない、設計図書の不整合、発注者の直接工事

ａ．各所の鍵は鍵合せを行う。 02.以下に示す管理方針及び妥当性確認計画についての、実施は、工事監理業務を、（株)石本建築事務所が受注 02．施工図、施工計画書、製作図、承諾図、色彩計画等の協議は必要に応じておこなう。 または設計変更発生の際は監理者が調整する。

ｂ．鍵は整理札をつけて建具配置図及び鍵目録とともにスチール製の鍵箱に収納して提出する。 した場合に適用する。

ｃ．鍵箱には関連工事の鍵をまとめて収納する。鍵箱の負担は各請負者間で協議する。 3．2．運営 　 4．5．施工図等 ※ 作成時期は総合図・施工図・製作図工程表に示し、当該工事着手前に承諾を得ること

ｄ．鍵数はマスターキーを含め、各々3本を原則とする。 1．監理方針 1）司会進行は監理者が行い、議事録は施工管理責任者が作成、記録する。 01．当該工事において作成を必要とする施工図等（施工図・製作図・承諾図）の種類及び範囲は、1章-2-7.プロセスの妥当性

2）緊急的に実施される電話、ＦＡＸでの協議及び監理者が同席しない協議は施工管理責任者が記録を作成し 　　確認計画に示す。

　 56．瑕疵 1．1．工事監理の目的 　関係者へ配付する。

ａ．瑕疵 引渡し後、定められた瑕疵期間内に材料の不良又は施工の不備に起因する故障又は破損が生じた 仕様書を含む設計図書に明記された設計品質の施工工程における確保と実現を目指し、設計品質の合意方法、 4．6．模型・見本・色彩計画

場合はすみやかに修理又は交換を行う。これにかかる費用は請負者の負担とする。 工程管理方法、施工品質の確認方法、現場運営上の諸手続きの取決め等を示し、適切な現場運営による設計 3．3．会議の内容 01．設計図書及びプロセスの妥当性確認記録に明記されている場合は施工図作成後、作成範囲、方法、縮尺、材料等

ｂ．瑕疵期間 1）建築本体 ２年 ただし、重大な過失があった場合はその瑕疵期間を5倍に 品質の実現を目的とする。 　　監理者と協議の上、模型・見本・色彩計画用パネル等を作成する。

　　　（空・衛工事、電気工事含む） 読み替えるものとする。

2）設備機器、植栽 １年 1．2．工事監理 3．3．1．総合定例会議 4．7．設計変更

建築士法第2条6項に定める「その者の責任において工事を設計図書と照合し、それが設計図書のとおりに実施 ：目的 監督員への工事進捗状況報告／公式の連絡事項の周知伝達／重要事項の決定 ａ）設計変更の定義

× 57．定期点検 されているかいないかを確認する」業務を行い、昭和54年7月10日、旧建設省告示1206号に定める下記の事項 ：出席 顧客 監理担当者及び監督職員 01．設計図書に示されている設計内容（設計品質）が変更になることをいい発議者、工事費増減等を要因としない。

ａ．定期点検 引渡し後、定められた時期に監理者の立会いのもとで工事全般にわたる定期点検を実施する。 について行う。 監理者 各監理者及び常駐監理者。但し、構造、電気、機械監理者は工事の進捗状況により出席を判断 02．工事費の増減がある場合は請負契約及び本工事特記仕様書に基づいて処置を検討する。増減対応処置による

定期点検により発見された、施工の不備に起因する故障又は破損の修理及び交換の費用は請負者 上記「確認」の方法については、平成21年9月1日　国土交通省住宅局建築指導課長　事務連絡　「工事監理 する。 　　他の部分の設計変更は設計変更の対象となる。

の負担とする。 ガイドラインの策定について」　工事監理ガイドライン及び別紙１～５に基づき実施する。 請負者 建築、電気、機械各工事の施工管理責任者、現場代理人及び主任技術者 ｂ）設計変更の提案

ｂ．実施時期及び定義 1）引渡し後1年 建築本体及び設備機器を対象とし、設備機器の瑕疵期間を満了する。 1）請負者への設計意図伝達 ：議題 1）前回議事録の確認 2）前月工事工程報告書（月報）の提出 3）次月工事工程説明 1）着工工程 01．請負者は仮設、工法等を見直し、工事及び工程管理に有効な提案があれば質疑・

2）引渡し後2年 建築本体を対象とし、瑕疵期間を満了する。 施工図等の協議・助言／施工計画の内、品質目標に関わる内容の検討・助言／設計変更が生じた場合の 4）近隣状況報告 5）変更・追加・決定・承諾事項の確認（変更・追加増減概算の推移） 　　協議指示・変更書【様式11】を作成し、監理者へ提出する。

ｃ．実施の手順 定期点検実施連絡書【様式30-1】により石本建築事務所より関係各社に連絡。 調整・指示／工事材料・建築設備の機器・仕上げ見本等の検討・承諾 6）未決定事項の確認 7）顧客からの要望事項 8）監理者からの要望事項 2）施工工程 01．施工管理責任者が質疑・協議指示・変更書【様式11】を作成し、監理者へ提出する。

その後、手順に準じ、日程等を決定する。 2）工事運営への参画 9）請負者からの要望事項 10）次月総合定例会議日時の確認　 02．設計変更協議は質疑・協議指示・変更書【様式11】に変更の前後の図面及び概算

検査当日は定期点検要領書【様式30-7.8】に基づき進行する。 監理方針の説明／各種会議の運営／工程管理の参画／関連工事の調整／工事請負契約に基づく工事費 11）その他の協議事項　（工程内検査・官公庁中間検査・出来高検査等スケジュール）　（プロセスの妥当性 　　内訳書を添付し、設計変更監理記録【様式27.28】と一緒に監理者へ提出する。

ｄ．点検項目 「定期点検事前調査シート」【様式30-2～4】に基づき実施する。 支払書の審査・承諾／監理業務に関連する各種手続き処理への参画 　　確認記録の確認）（現場立会検査項目の確認）

ｅ．報告 定期点検（報告書・補修残工事）【様式30-5.6】に記載し、補修工事完了を以て終了する。 3）品質管理への参画 4．7．設計変更

施工図等の検討・承諾／官・公・庁検査の立会い・報告／中間検査の立会い・報告／完成検査の立会い・報告 3．3．2．定例会議 ｃ）設計変更管理 01．設計変更の対象図書は、2.1.設計図書等の特定で特定された実施設計図面とする。

58．保全に関する資料（1.8.3）（改修工事標準仕様書電気1.11.3）（改修工事標準仕様書機械1.8.4） ／各種工事の立会い及び請負者が行う検査・試験の確認 ：目的 工事進行の上での各工事間の調整、質疑等 02．設計変更事項は設計変更管理記録【様式27.28】に記録する。

ａ．保全に関する資料は次のとおりとし、2部を作成して提出する。 4）工事監理業務完了手続き ：出席 顧客 監理担当者及び監督職員 ｄ）注記事項 01．施工管理責任者は実施設計図書について設計変更部分を訂正する。

× 1）建築物の保守に関する説明書（建物維持保全書【様式15】） ａ）契約の目的物の引渡しの立会い。 監理者 各監理者及び常駐監理者。但し、構造、電気、機械監理者は工事の進捗状況により出席を判断 02．施工管理責任者は監理者への提案前に関連工事等への影響、技術的検討を完了させる。

× 2）機器取扱い説明書 ｂ）業務完了通知書及び関係図書の建築主への提出。 する。 03．施工管理責任者は監理者からの指示によるコスト、工期の検討依頼に対応する。

× 3）機器性能試験成績書 請負者 建築、電気、機械各工事の施工管理責任者、現場代理人及び主任技術者 04．監理者は発議にともない、法的問題、設計上の問題を把握し、方針をとりまとめる。

4）官公署届出書類 1．3．工事監理行為 ：議題 1）前回議事録の確認 2）工事工程説明 3）各種書類の受取、報告 05．コスト増減見積りはその根拠を示す。

5）主要な材料・機器一覧表 事前検討 工事監理受託者（以下、監理者）が監理者の指示・承諾する事項及び協議事項について、 4）各分科会の主要事項の報告 5）近隣状況報告 6）前回検討課題の報告 06．施工管理責任者は指示書による施工指示があるまで当該設計変更に関わる部分を施工しない。

× 6）総合調整測定表 監督職員の補助的業務として事前にその内容を検討する。 7）未決定事項の確認 8）顧客からの要望事項 9）監理者からの要望事項 07．設計その2契約がある場合は、当該契約内容による。

ｂ．資料の提出とともに発注者及び監理者に内容の説明を行う。 10）請負者からの要望事項 11）各工事調整事項の協議

指示 監督職員が請負者等に対し工事の施工上必要な事項を書面によって示す。 12）次回までの検討課題の指示、確認 5．検査

× 59．標識その他（改修工事標準仕様書機械1.8.5）　

ａ．消防法等に定めるところによる標識（危険物表示板、機械室等の出入口の立入禁止表示、火気厳禁の標識等） 承諾 契約図書に明示した事項で、請負者等が監督職員に対し書面で申し出た工事の施工上必要な 3．3．3．分科会 5．1．工程内検査

　を設置する。設置場所は下記を原則とし、それ以外は監理者の指示による。 事項について、監督職員及び監理者（以下、監督職員等）が書面により了解する。 ：目的 建築、電気、機械各工事別の詳細打ち合わせ 7．プロセスの妥当性確認計画に示す項目を設計図書で示した方法を各検査計画書で定められた基準に基づき工程内

1）施工箇所 ・ 機械室 ・ 屋外機置場 ・ ＤＳ、ＰＳ内 ・ 点検口から確認できるもの ：出席 顧客 監理担当者、監督職員は必要に応じて参加。 　検査を実施する。

ｂ．電気及び機械設備の機器には名称及び記号を記入する。 協議 書面により契約図書に関する協議事項について監督職員等と請負者等が結論を得るために 監理者 常駐監理者。常駐監理のない場合は監理者。　

ｃ．配管及びダクトには識別を行い、用途及び流れの方向を記入する。配管の識別は原則としてJISZ9102（配管系 合議し、その結果を書面に残すこと。 請負者 建築、電気、機械各工事の施工管理責任者、現場代理人及び主任技術者 5．2．材料・製品受入検査

　の識別表示）により、識別方法及び色合いは監理者の指示による。 ：議題 1）前回議事録の確認 2）提出、返却書類の指示、説明 3）各種検査報告 責任と役割 01．適合が確認された施工図又は製作図および製品検査の合格により搬入可能とするが、その適合性

ｄ．標識等は見本を監督員に提出の上、承諾を受けること。 立会い 契約図書で定められ、又は監督職員等が必要と認めた工事の段階に適時、同席し、その過程 4）前回検討課題の報告 5）質疑応答 6）次回までの検討課題の指示、確認 　　および不具合の責任は施工管理責任者が負う。

若しくは結果を見届けることで立会い種別を定めて実施する。 02．施工管理責任者は施工計画書、施工図に記載された製作基準に適合していることを確認した後検査

× 60．保守工具（改修工事標準仕様書機械1.8.6）　 4．工事監理要点 　　記録を提出し、監理者の確認を受けること。ただし、監理者の確認の方法ついては1章-2-7.プロセス

ａ．当該工事で設置する機器類の保守点検に必要な工具は設計図書に示し、工事完了後に発注者に一式提出する。 立会い確認 施工の各段階で、工事現場等において、監督職員等が自らが目視、計測、試験、触診、聴音 　　の確認計画による。

等を行う方法、又は監督職員等が工事施工者が行うこれらの行為に立ち会う方法により、当該 4．1．工程管理　　 ※提出を必要とする工程表の種類及び作成要領は次の通りとする。 03．再製作が必要な場合、施工管理責任者は工事工期に支障の無いように行う。これによる工期遅延

× 61．予備品の引き渡し 工事又はその一部を設計図書と照合し、それが設計図書のとおりに実施されているかいないか a）実施工程表 作成・掲示 ：ネットワーク工程表／Ａ1サイズ及びＡ3縮小版／7日以上の遅延は修正／監理事務所、 　　の責任は施工管理責任者が負う。

ａ．壁紙：施工面積に対する予備品量の割合 ： ※ 3　％ ・ ％ を確認することをいう。 　会議質等に常時掲示

ｂ．床材：施工面積に対する予備品量の割合 ： ※ 3　％ ・ ％ 書類確認 施工の各段階で、工事請負契約の定めに基づいて工事施工者から品質管理記録が提出され 記載事項 ：クリティカルパスルート／ポイント工事の着手完了日／厳守すべき各工事着手日／ 　 5．3．工場検査・製品検査

ｃ．タイル：施工面積に対する予備品量の割合 ： ※ 3　％ ・ ％ る場合において、監督職員等がその品質管理記録を設計図書と照合して確認することにより、 　主要材料決定予定日及び製作期間／受電・引き込み・主要検査等予定日／専門工 責任と役割 01．施工管理責任者は施工計画書、施工図に記載された製作基準に従って検査を実施する。検査の実

ｄ．石材：施工面積に対する予備品量の割合 ： ※ 3　％ ・ ％ 当該工事又はその一部を設計図書と照合し、それが設計図書のとおりに実施されているかい 　事業者剪定届、製造所・使用材料剪定届、施工計画書等の提出予定日／各設備工事 　　施にあたっては監理者の確認を受けること。ただし、監理者の確認の方法ついては1章-2-7.プロセス

ｅ．インターロッキングブロック：施工面積に対する予備品の割合　　 ： ※ 3　％ ・ ％ ないかを確認することをいう。 　の工程／危険作業／主要工種の工事量 　　の確認計画による。

ｆ．特殊電球等：施工面積に対する予備品量の割合 ： ※ 3　％ ・ ％ 調整 監督職員等が関連する工事との間で、工程等について相互に支障がないよう打合せし、監 ※建築確認検査（中間・完了),消防検査（中間・完了)の予定日　　（当初は希望日） 02．本検査結果は検査対象部分に関する結果であり、その他の部分における適合性の確認は施工管理

ｇ．その他監理者が指定するもの ： ※ 有り（メンテ用金物一式）　　 ・ 無し 督職員等が必要事項を請負者等に対し指示する。 b）月間工程表 作成・掲示 ：バーチャート／Ａ3サイズ／工事進捗を中間的に捉え、先々の課題の対策立案／ 　　責任者の責任とする。

受理 監督職員等が請負者等から「報告」「提出」を受け、内容を把握することをいい、監理行為と 　当月の総合定例会議に翌月の工程表を提出 03．施工管理責任者は未確認事項、修正指示事項及び不適合事項について、修正方法及び修正実施

62．監理業務を受託しない場合の監理段階における設計業務の取扱 しては受理することで完了する。 記載事項 ：各工事工程／各設備工事工程／安全衛生工程／工事遅れの日数と対策／主要資 　　完了を監理者に報告する。

ａ．工事材料、設備機器及び仕上見本等、監理業務の段階で最終的に確定することが予定されているものについて、 　機材の搬入、検査日程／会議日程／施工図日程 04．本検査は工事現場に搬入されない状態での検査であり、現場搬入、現場施工における適合性の

　　その確定の方法は以下による。 ※建築確認検査（中間・完了),消防検査（中間・完了)の予定日 　　確保は施工管理責任者がその責任を負う。

※ 発注者、又は監理業務受託者 ・ 発注者の代理として、設計者が関与する。 2．一般共通事項 c）週間工程表 作成・掲示 ：バーチャート／Ａ3サイズ／工事の進捗を短期的に捉え、細かな日程調整を行う／

ｂ．設計書の内容に矛盾が生じていた場合に必要な場合の設計業務及び設計意図伝達業務。 　毎週の工程会議に提出 5．4．完成自主検査（中間・完了)

※ 発注者、又は設計変更業務受託者 ・ 2．1．設計品質伝達　 ※設計図書に示す他、特に伝達すべき事項を次に示す。 記載事項 ：定例会議日を起点とし、前週の実体工程と当該週と翌週の予定を記入／各種行事 中間検査の有無 ◎ 無 ・ 有 年　　 月頃　（回数：　　　　回）

ｃ．設計の変更が生じた場合に必要な場合の設計業務及び設計意図伝達業務。 　／出来高・進捗状況／工事遅れの日数と対策／各設備工事の工程／安全に関する 検査の実施 01．請負者は契約内容の履行を保証するために現場組織とは別個の自己検査組織を編成する。

※ 発注者、又は設計変更業務受託者 ・ 2．2．1．設計・施工品質 　事項／主要工種の工事量 02．契約書及び設計図書の内容を十分に理解した上、工事目的物の品質を確認するために必要な

設計・施工品質の留意事項 　□  無    ■  有 （　□　下記   □　別紙 ） ※建築確認検査（中間・完了),消防検査（中間・完了)の予定日 　　自主検査計画書を作成し、監理者に提出する。

63．保証書 d）総合図・施工図 作成・掲示 ：総合図・施工図製作図工程表（管理表）【様式25】による／施工計画書工程表（管理表） 03．自主検査計画に基づき検査を行い、工事目的物が工事契約書及び設計図書に示した品質を確保

ａ．保証書として下記の種類の工事について提出する。 防水改修工事は下地の処理を適切に行うことが重要であるため、施工計画書で既存の撤去～下地調整～防水の各工程の 　・施工計画書 　【様式29】による／事前に工事・工場製作期間・発注時期等を把握すること 　　しているかどうかを確認し、その内容と結果を記録して監理者に報告する。【様式13】

※ 防水工事（一般） 保証期間：10年間 手順を明確にし、工事写真に納める事。 　・製作図工程表 記載事項 ：事前協議・作成期間・提出日・チェック日数・承諾予定日／概略実施工程／見本提出・ 04．自主検査を行う時期は工事金の中間払いを受ける前、中間検査の受検前、完成検査の受検前、

※ 防水工事（シーリング） 保証期間：5年間 ◎ 防水工事は、部位ごとに、それぞれ一工程ごとの記録写真を撮り、工事写真として報告すること。 　カラースキーム等の工程 　　及び適宜とする。

防水工事の保証書は請負者・施工者・材料メーカーの3社連名で署名捺印したものを提出すること。 ◎ 搬入された材料は、全数記録写真を撮り、工事写真として報告すること。 5．8．完成検査（中間・完了)

・ ◎ 施工後の材料残量が明確に分かる記録写真を撮り、工事写真として報告すること。 4．2．総合施工計画書 ※総合施工計画書の作成の有無 ※ 有 ・ 無 中間検査の有無 ※ 無 ・ 有 年　　 月頃　（回数：　　　　回）

◎ 施工㎡から各工程ごとの材料使用量を算出し、工事写真から算出できる使用量と照合した報告書を提出すること。 01．総合施工計画書は設計図書と監理方針書に基づいて、工事施工の全体にわたる計画を明らかにし、遅滞なく建築物 a）検査要領 01．工事監理受託者から任命された検査員が完成検査を行なう。

　とを目的として作成する。提出時期は契約後1週間以内とする。 02．検査実施前に施工管理責任者は必要となる書類及び検査の準備を行う。

02．工事着手に先立ち、総合仮設を含めた工事の全般的な進め方や主要工事の施工方法、品質目標と管理方針、重要 03．石本建築事務所完成検査方針書【様式16】を施工管理責任者に提示し、検査基準を示し実

　管理事項等の大要を定めた総合的な計画書を請負者が作成し、監理者の承諾を得る。 　　施する。

b）実施結 実施された検査は検査の概要、不適合事項、処置方法、実施時期を明記した完成検査報告書【様式17】及び

4．3．施工計画書　 ※提出時期は、施工計画書工程表に示し、施工着手前に承諾を得ること 　　補修残工事調書【様式18】を作成し、顧客及び施工管理責任者へ提出する。

01．当該工事で作成する施工計画書は、1章-2-7.プロセスの妥当性確認計画に示す。

02．一工程の施工着手前に、総合施工計画書に基づいて、工種別の施工計画を定めたものであり、施工要領書を含む。 5．9．.不適合成品管理

　　記載内容は工事概要、工程、現場組織、製作組織、材料・製品、工法、工程管理、検査・試験、報告、安全環境、不適合 01．施工管理責任者は不適合品の内容を確認し、監理者に確認の上、次のいずれかの方法で処置する。

　　製品、廃棄物、その他等とする。 処理方法 1．手直し ：要求事項に適合するように処置を行い、使用する。

03．品質計画は請負者が基本要求品質を満たすように作成し、監理者の承諾を得ること。 2．特別採用 ：要求事項に適合していない状態で使用又はリリースする。

3．再格付 ：当初とは異なる要求事項に適合するようにグレードを変更して使用する。

4．修理 ：意図された用途に対して受け入れ可能とするため処置を行い使用する。

5．スクラップ ：使用を不可能とするため、廃棄する。

02．特別採用の処置を実施する場合は顧客の承認を得て実施する。

履歴 完成図作成（施工者） 完成図承諾  製作日

2011.10.31

代表設計者

舟橋　充男

業務名称 業務契約ｺｰﾄﾞ 図面番号 管理建築士

日付

○○○○○

日付

○○○○○

日付

2011.10.31 亀山市立医療センター屋上改修工事 105203-02
１級建築士

管理技術者

○○○○○

監理者

○○○○○

 ﾌｧｲﾙ名

AUTO CAD

設計者

山内　正喜

図面名称 縮尺
A－ 3 登録第128269号

担当者

○○○○○

担当者

○○○○○

担当者

○○○○○ 改修工事共通特記仕様書-3
植野　收



5．13．その他の立会い確認、書類確認 05．完成時

責任と役割 01．本立会い確認及び書類確認結果は抽出による確認対象部分に関する結果であり、その他の部分 番号 書類名称 提出要領 提出部数 様式等及び備考

　　における適合性の確認は施工管理責任者の責任とする。 45 検査立会願 発注者宛（発注者・監理者用） 2 監理者様式12

02．施工管理責任者は未確認事項、修正指示事項及び不適合事項について、修正方法及び修正実 46 完成自主検査計画書 発注者・監理者用 2 請負者様式

　　施完了を監理者に報告する。 47 完成自主検査報告書 発注者・監理者用 2 監理者様式13

03．本立会い確認は工事現場に搬入されない状態での施工者により行われる検査に対する立会い確 48 完成検査方針書 請負者宛（監理者が作成） 監理者様式16,16-1

　　認であり、現場搬入、現場施工における適合性の確認は施工管理責任者がその責任を負う。 49 完成検査報告書 発注者宛（発注・監理者用） 2 監理者様式17

50 補修残工事調書 発注者宛（発注・監理者用） 2 監理者様式18

6．提出書類 51 完成調書 発注者・監理者用 2  （完成調書作成要領)

　監理者様式PMSFE-023

6．1．提出上の注意 完成調書の内容 01．表紙 02．目次 03．工事完了届

01．提出書類欄中、グレー表示されている書類については、本工事においては適用しない。 04．工事完成引渡書 05．工事完成受領書 06．建物引渡証明書

02．監理者様式については、別途に指示するが、請負者様式がある場合は、その都度、協議の上、採用を決定する。 07．建設工事保険終了日のお知らせ 08．鍵・備品・各種書類引渡書

03．書類はＡ4版（月間報告書はＡ3シートをＡ4折込）で作成する。 09．鍵・備品・各種書類受領書 10．念書 11．鍵目録

04．提出者名は施工管理責任者とし、提出先は監理者とする。 12．工事関連請負者名（請負契約者・下請負契約者）

05．常駐監理がある場合は、全ての種類について提出部数を1部追加する。 13．.建物及び設備概要（建築概要・電気設備・空調衛生設備)

14．各工事施工者及び資材・機器製造業者一覧（建築・電気設備・空調衛生設備工事)

6．2．提出書類 15．官公署申請の許可・認可目録 16．確認許可証及び検査済証（建築主事）の写し

01．請負者は定められた下記の書類を定められた時期に適切に提出すること。 17．完成図書目録 18．保証書目録（目録及び保証書)

02．法令の変更、顧客要求等により、定められた書類以外に提出を求める場合がある。 19．予簿品・納入品目録 20．覚書事項

21．測定リスト（照度・風量・温度・騒音測定) 22.建物維持保全書（06.引渡し以降による）

6．3．提出時期及び提出書類

01．契約後 06．引渡し以降

番号 書類名称 提出要領 提出部数 様式等及び備考 番号 書類名称 提出要領 提出部数 様式等及び備考

1 契約書 正副各1部（設計図書及び見積書 2+1 請負者様式 52 完成写真 発注者用 1 監理者様式

付製本）(発注者・  請負者用） 監理者用 2

事務所控1部（設計図書及び 53 完成図 事前協議用 1 監理者と協議

見積書付製本） 発注者用提出製本 Ａ2版 1 ・  分冊で提出

2 建設工事に係る資材の再資源化 知事または特定行政庁（発注者 1 届出書/分別解体等計画書/ Ａ3縮小版 1 ・ 合本で提出

等に関する法律に基づく届出書 に書面を交付して  説明） 他指定された資料（建設リサ 監理者用提出製本 Ａ2版 1 ・  分冊で提出

※提出済みの場合はコピー提出 イクル法） Ａ3縮小版 1 ・ 合本で提出

3 工事実績情報（工事カルテ）の登録  （財）日本建設情報総合センター 登録 ― ※原図は監理者へ提出すること。

※提出済みの場合はコピー提出 54 施工図製品（保存用) ※ 総合図 ・ 躯体図 ・ 鉄骨 ※ 防水

4 工事現場証票掲示 監理者様式により設置 設置 監理者様式1 （Ａ○版製本) ・ タイル ・ 木 ・ 屋根及びとい

5 着工届 発注者宛（発注・監理・請負者用） 3 監理者様式2 ・ カーテンウオール ・ 建具 ・ 内装 各1部 ※提出形式は監理者と

6 契約工程表 発注者宛（発注・監理・請負者用） 3 請負者様式 ・ 石 ・ 金属 　協議

7 火災保険及びその他の損害 発注者・監理者用へコピーを提出 2 ― ・ 外構、植栽 ・ ユニット

保険加入届出書 ・ 電気設備（

・ 機械設備（

02．着工後 ・ 空調設備（

番号 書類名称 提出要領 提出部数 様式等及び備考 ・ 昇降機設備（

8 施工管理責任者（又は主任技 発注者宛（発注・監理・請負者用） 3 監理者様式3－1／様式3-2 55 維持管理保全書 発注者宛（発注・監理） 2 監理者様式15、15-1

術者）及び現場代理人届 ※経歴書を上記の書類に添付。

9 電気保安技術者届 発注者宛（発注・監理・請負者用） 3 請負者様式

10 社内組織表 発注者宛（発注・監理・請負者用） 3 監理者様式4

11 現場関係組織表 発注者宛（発注・監理・請負者用） 3 監理者様式5

12 総合仮設計画書 事前協議用 1 請負者様式

承諾用（発注・監理・請負者用） 3

13 実施工程表 発注者・監理者用 2 請負者様式

14 施工図承認覚書 監理者用・請負者用 2 監理者様式6

15  総合図・施工図・製作図工程表 事前協議用 1 監理者様式25

（管理表） 承諾用（監理者・請負者用） 3

16 施工計画書工程表 事前協議用 1 監理者様式PMSFE-022

（管理表） 承諾用（監理者・請負者用） 2

03．施工中　-1

番号 書類名称 提出要領 提出部数 様式等及び備考

17 総合図 承諾用（発注・監理・請負者用） 1 請負者様式

18 施工体制台帳・施工体系図 発注者・監理者 2 請負者様式

19 専門工事業者選定届 事前協議用 1 監理者様式7

承諾用（発注・監理・請負者用） 3

20 製造所・使用材料選定届 事前協議用 1 監理者様式8

承諾用（発注・監理・請負者用） 3

21 施工計画書 事前協議用 1 請負者様式

承諾用（発注・監理・請負者用） 3

22 施工図・製作図 承諾用（発注・監理・請負者用） 1 監理者様式26

23 工事工程報告書（月報) 発注者宛（発注・監理・請負者用） 3 監理者様式10,10-1～7

24 月間工程表 総合定例・定例会議資料に添付 請負者様式

25 週間工程表 定例会議資料に添付 請負者様式

26 諸会議議事録 発注者・監理者・請負者用 3 請負者様式

27 設計変更管理記録 発注者・監理者・請負者用 3 監理者様式26．27

28 質疑・協議指示・変更書 発注者・監理者・請負者用 3 監理者様式11

29 各施工における計算・検討書 品質記録として提出 1 請負者様式

30 工程管理実施リスト 品質記録として提出 1 監理者様式20

31 配筋自主検査報告書 品質記録として提出 1 監理者様式19-1～4

32 配筋検査報告書 品質記録として提出 1 監理者様式21

33 鉄骨検査報告書 品質記録として提出 1 監理者様式22

34 製品検査報告書 品質記録として提出 1 監理者様式23

35 検査実施記録 品質記録として提出 1 監理者様式24

36 一工程の完了報告書 品質記録として提出 1 請負者様式

37 出来高検査立会願 発注者宛（発注者・監理者用） 2 監理者様式12

38 中間検査（自主検査）計画書 監理者用 2 請負者様式

39 中間検査（自主検査）報告書 監理者用 2 監理者様式13

40 請求書 発注者宛（発注者）・監理者へコピー提出 1＋1 監理者様式9

41 工事延伸報告書 発注者宛（発注者・監理者） 2 請負者様式

42 変更工事届 発注者宛（発注者・監理者・請負者用） 3 請負者様式

内訳書添付

43 事故報告書 発注者宛（発注者・監理者用） 3 請負者様式

44 現場休業届 発注者宛（発注者・監理者用） 2 監理者様式14

履歴 完成図作成（施工者） 完成図承諾  製作日

2011.10.31

代表設計者

舟橋　充男

業務名称 業務契約ｺｰﾄﾞ 図面番号 管理建築士

日付

○○○○○

日付

○○○○○

日付

2011.10.31 亀山市立医療センター屋上改修工事 105203-02
１級建築士

管理技術者

○○○○○

監理者

○○○○○

 ﾌｧｲﾙ名

AUTO CAD

設計者

山内　正喜

図面名称 縮尺
A－ 4 登録第128269号

担当者

○○○○○

担当者

○○○○○

担当者

○○○○○ 改修工事共通特記仕様書・監理方針書-1
植野　收



01.

02.

03. ■提出書類一覧リスト■ 【完成時】

【契約後】 共通 書類の書式等 検査立会願 （発注者指定書式又は様式11による） △

品質管理記録 共通 書類の書式等 契約書
契約書の提出／正副各1部・事務所用控1部（控は設計図書不要）／請負
者様式による。

△ ○ 共通 書類の書式等 完成自主検査計画
検査日時／検査体制／検査基準／不適合製品の管理方法
（請負者書式による）

△

承諾 共通 書類の書式等
届出書・分別解体等の計

画書
△ ○ 共通 書類の書式等 完成自主検査報告書

不適合製品の管理方法及び処置
（発注者指定書式又は様式12による）

△ ○

共通 書類の書式等 完成検査方針書
監理者は完成検査の概要（日時・検査員・検査基準・不適合製品の処置）
を施工者に示す。
（様式15による）

共通 書類の書式等 △ ○ 共通 試験・検査 完成検査 （1.6.2）工事監理受託者が行う検査の実施 ● ●

共通 書類の書式等
完成検査報告書／補修残

工事調書
監理者、請負者立会。試験計測は随時実施
（様式16・17による）

△

共通
工事実績情報の

登録
△ ○ 共通 試験・検査 引渡し検査

（1.6.1）発注者又は監理者が行う検査の実施
（発注者の指定書式又は様式16・17による）

● ●

受理 共通 書類の書式等 △

報告 共通 設計図書 設計図書説明会
設計図書・質疑回答書
契約図書確認及び内容説明
（見積要項書／実施設計図面／工事区分等）

● ●

提出 共通 監理方針 監理方針説明会 監理方針説明及び協議 ● ● 共通 書類の書式等
「建設副産物適正処理推
進要綱」建設廃棄物処理

報告書

（1.3.11）建設廃棄物処理報告書・再生資源利用報告書　・再生資源利用
促進報告書・・マニュフェスト

△

共通 工法提案
設計変更要望書／変更内
容説明書／変更金額内訳

書

設計変更の抽出（工法提案等）及び対応
（施工品質計画書及び総合図作成前）

△ ○ 共通
工事実績情報の

登録

工事実績情報の登録
（工事カルテのコピーを提

出）

適用は特記による（工事完成時）
（1.1.4）工事実績情報（工事カルテ）の登録
（財）日本建設情報総合センターへ登録

△

【着工前】 【引渡し以降】

共通 書類の書式等 石本標識看板設置 工事現場証票掲示をする（様式1による） △ △ ○ 共通
完成時の提出図

書
完成図

（1.8.1）（1.8.2）完成建物と完成図の合致性確認
引渡し後一定期間内に提出

△

共通 書類の書式等 着工届 着工届の提出（発注者指定書式又は様式2による） △ ○ 共通 完成写真 完成写真
要求仕様と完成写真の内容確認
引渡し後一定期間内に提出

△

共通 書類の書式等 契約工程表 契約工程表の提出（発注者指定書式又は請負者書式による） △ ○ 【施工中】■現場書類確認および立会い確認

共通 書類の書式等
火災保険及びその他の損

害保険加入届出書
加入日、終了日の確認（契約工期＋2週間）
（請負者の書式による）

△ ○ 【仮設工事】

共通 施工計画書 ● ○ 建築 施工計画書 仮設計画書 監理指針<2.1.2（ｂ）>による。 ● ○

04. 建築 施工図等 仮設計画図
（1.2.3.a)仮設建物／仮設設備／ゲート等の確認
（2.4.1）監督員事務所、請負者事務所等

● ○

共通 書類の書式等 実施工程表
（1.2.1.a）実施工程表の提出
工事着手に先立ち提出
（発注者指定書式又は請負者書式による）

△ ○ 建築 施工記録 工事写真・記録
敷地境界標識・境界線の現況写真（着工前）／（2.4.1）監督員事務所、表
示板設置

△ ○

共通 書類の書式等 △ ○ 建築 施工記録 一工程の報告書 （1.6.4）（1.6.5）一工程の完了時の報告。施工写真・記録のまとめ △ ○

05. 【防水改修工事】

共通 書類の書式等 社内組織表
総合仮設計画書に添付
（発注者指定書式又は様式4による）

△ ○ 建築 施工計画書
防水改修工事
施工計画書

監理指針<3.1.1（ｄ）ｖ<3.1.1（e）ｖ<3.1.3（a）ｖ<3.3.1（ｃ）ｖ<3.4.1（ｃ）2><3.5.1
（ｃ）><3.6.1（ｃ）><3.7.1（f）>ｖ3.8.1（b）>による。
施工時の降雨･降雪に対する処置等

● ○

共通 書類の書式等 現場関係組織表
総合仮設計画書に添付
（発注者指定書式又は様式4による）

△ ○ 建築 施工図等 施工図
（1.2.3.ａ）設計図書との照合確認
（納まり図／脱気装置配置図／各部取合い詳細図）
（1.5.1）（1.5.2）（1.5.3）施工調査(数量、状態）

● ○

06. 共通 既存記録写真 既存写真
要求仕様との内容確認
引渡し後一定期間内に完成写真とともに提出

△ 建築 試験・検査 △ △ ○

07. 【施工中】（共通事項）

08. 共通
安全確保及び環

境保全
化学物質等安全データ
シート（MSDS）の常備

（1.3.11）現場に常備／記載内容の周知徹底 建築 施工記録
鉄筋工事

材料の受入検査

（1.4.3）（1.4.4）（5.2.1）（5.2.2）種別、径、規格、品質証明（JIS規格品また
は、基準法第37条の認定品）
鉄筋のラベル・加工場での集積状況写真（搬入時）

△ △ ○ ○

ａ． 共通 書類の書式等
施工体制台帳／施工体系

図

（1.1.5）施工体制台帳の提出／施工体系図の提出・掲示
（建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律
による）
（発注者指定書式又は請負者様式による）

△ ○ 建築 施工記録
防水改修工事

規格証明書、出荷伝票
（3.2.2）（3.3.2）（3.4.2）（3.6.2）（3.7.2）JIS規格証明書／施工数量の集計と
納品量との確認

△ ○ ○

ｂ． 建築 施工記録
鉄筋工事

規格証明書、出荷伝票
（1.4.4）(5.2.1)（5.2.2）品質証明、種別、径、数量、規格 △ ○ ○

ｃ． 共通 書類の書式等 専門工事業者選定届
専門工事業者選定届の提出
（発注者指定書式又は様式6による）

● 随時提出 建築 施工記録 △ ○

ｄ． 共通 書類の書式等 製造所・使用材料選定届
製造所・使用材料選定届の提出
（発注者指定書式又は様式7による）

● 随時提出

ｅ． 共通 書類の書式等 月間工程報告書
工事監理報告書に添付／発注者に提出
（発注者指定書式又は様式9による）

△ 随時提出 ○

ｆ． 共通 施工記録 工事写真

初回工事監理報告書に添付
工事着手前全景写真の撮影
定点の設定2～3箇所より記録
敷地の状況 近隣建物の状況（着工前）

△ ○ 建築 施工記録 防水保証書 防水保証書の内容確認 △ ○

ｇ． 建築 試験・検査
シーリング材
接着性試験

（3.7.8）外部に面するシーリング材は施工に先立ち接着性試験（簡易接着
性試験・引張接着性試験）を行う
試験の状況写真（試験中）

△ △ △ ○ ○

ｈ． 共通 施工記録 工事写真
工事工程報告書に添付
工事進捗状況全景写真の撮影
定点写真（2～3箇所）毎月撮影

△ 随時提出 ○ 建築 施工記録 一工程の報告書
（1.6.4）（1.6.5）設定した基準レベルと施工レベルの確認／施工写真・記録
のまとめ

△ ○

ｉ． 共通 書類の書式等 週間工程表、月間工程表
適用は監督員の指示による
（1.2.1.ｄ）週間又は月間工程表、工種別工程表の提出
（発注者指定書式又は請負者書式による）

△ 随時提出 ○ 【塗装改修工事】

ｊ． 共通 書類の書式等 諸会議議事録
諸会議議事録の提出
（発注者指定書式又は請負者様式による）

△ 随時提出 ○ 建築 施工計画書
塗装改修工事
施工計画書

監理指針<7.1.1（d）>による。
既存塗膜の除去
（1.5.1）（1.5.2）（1.5.3）施工調査(数量、状態）

● ○

ｋ. 共通 書類の書式等 質疑・協議指示・変更書
質疑・協議指示・変更書の提出
（発注者指定書式又は様式10による）

● 随時提出 ○ 建築 試験・検査
塗装改修工事

受入検査
（1.4.4）（7.1.3）JIS規格品質／納品数量 △ △ ○

09. 共通 書類の書式等 請求書 （発注者指定書式又は様式8による） △ 建築 施工記録
塗装改修工事

規格証明書、出荷伝票
（7.1.3）JIS規格証明書／ホルムアルデヒド放散量（F☆☆☆☆）／防火材
料の認定書（基材同等）

△ ○ ○

ａ． 共通 書類の書式等 工事延伸報告
（1.1.10）工期の変更に係る資料の提出（必要とする変更日数の算出根拠・
変更工程表・その他の協議資料）
発注者指定書式又は請負者書式による。

△
必用に応じ

提出
○ 建築 施工記録 △ ○

ｂ． 共通 書類の書式等 ● 随時提出 ○

ｃ． 建築 試験・検査 塗装面の確認
（7.1.7）塗装面の確認は目視「標仕表7.1.1」による／錆止塗料の場合は塗
付け量・標準膜厚の確認／工場塗装／

△ △ ○ ○

建築 施工記録 一工程の報告書
（1.6.4）（1.6.5）設定した基準レベルと施工レベルの確認／施工写真・記録
のまとめ

△ ○

履歴

○○○○○○○○

完成図承諾  製作日

舟橋　充男

業務名称 業務契約コード 図面番号 管理建築士

b.施工箇所

○○○○.○○.○○

日付

○○○○.○○.○○ 2011.10.31 2011.10.31
亀山市立医療センター屋上改修工事 105203-02

１級建築士

○○○○

監理者

○○○○

 ﾌｧｲﾙ名

山内　正喜

図面名称 縮尺
Ａ － 5 登録第128269号

○○○○

担当者

○○○○ AUTO CAD
改修工事共通特記仕様書・監理方針書 ― 植野　收

　　　　△：施工者が作成する
　　　　　　品質管理記録の確認

原則として、施工の各段階で、その段階で提出される品質管理記録の内容について、初回は詳細に確認を実施し、以降は合格
した工程（当該工程が合格したときと同じ材料が使われているものに限る。）については、抽出による確認を実施する。

「プロセスの妥当性確認計画」欄の「施工者提出資料」欄においての種別は次による。

　　　　◎：抽出立会い確認

原則として、施工の各段階で、その段階で確認する工程について、初回は詳細に抽出確認を実施し、以降は設計図書のとおり
に実施されていると確認された（以下「合格した」という。）工程（当該工程が合格したときと同じ材料が使われているものに限
る。）については、抽出立会い確認を実施する。

　　　　○：初回立会い確認

原則として、施工の各段階で、その段階で確認する工程について、初回は詳細に確認を実施し、以降は設計図書のとおりに実
施されていると確認された（以下「合格した」という。）工程（当該工程が合格したときと同じ材料が使われているものに限る。）に
ついては、書類確認及び抽出による書類確認を実施する。

平成21年9月1日　国土交通省住宅局建築指導課長　事務連絡　「工事監理ガイドラインの策定について」　工事監理ガイドライン及び別紙１～５に基づき、「７．プロセス
の妥当性確認計画」に記載する。

自主検査記録、施工記録、試験成績書、材料搬入報告書等工事請負契約に基づいて工事施工者が作成する工事に関して行う品質管理記録をいう。
確認する記録の選定に当たっては、国交省「工事監理ガイドライン」における具体的な確認方法に準拠し、監理者の指示による。

請負者が監理者に対し、書面で申し出た事項について監理者が書面を持って了解すること。

立会い確認
施工の各段階で、工事現場等において、工事監理者自らが目視、計測、試験、触診、聴音等を行う方法、又は工事監理者が工事施工者が行うこれら
の行為に立ち会う方法により、当該工事又はその一部を設計図書と照合し、それが設計図書のとおりに実施されているかいないかを確認することをい
う。（頻度・回数については実施要領欄による）

書類確認
施工の各段階で、工事請負契約の定めに基づいて工事施工者から品質管理記録が提出される場合において、工事監理者がその品質管理記録を設
計図書と照合して確認することにより、当該工事又はその一部を設計図書と照合し、それが設計図書のとおりに実施されているかいないかを確認する
ことをいう。

施工計画書は監理要点によるほか、以下の項目について記載する。

種別

○：監理者に報告するもの △：監理者に提出するもの

種別

●：原則として立会い確認とする。 ◎：抽出立会い確認とする。

●：監理者の承諾が必要なもの ◎：監理者の確認が必要なもの

「プロセスの妥当性確認計画」欄の「確認方法」欄においての種別は次による。それぞれの記録は施工者が、「プロセスの妥当性記録」に記録する。
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使用材料一覧は、規格・寸法・商品名・表面仕上げ・㎡あたりの必要数量・施工数量を明確にし、内訳明細書の数量と照合しておく。

施工計画書内の冒頭に記載する総則の中で下記の項目については事前に監理者に書式・内容を提示し、協議の上、統一の書式を決定し全ての施工
計画書に反映させる。　　　　　　　　　　　　適用範囲　・適用図書　・工事概要　・施工管理体制(施工体制台帳との整合性)　・工程表

添付する工程表は実施工程表を簡略化したものを作成し、その上に赤書きで施工図制作期間・監理者チェック期間・施工図承認期限・製作期間・現場
搬入時期・現場取付期間を示す。

添付する工程表には施工図作成期間・受入検査・工程内検査・一工程完了検査時期を記入する。

有資格者が必要な工事の場合は、有資格者の番号を記載し、末尾に証明書を添付する。

主任技術者の資格を明確にし、実務経験をもって行う場合は経歴書を末尾に添付する。

管理（施工）体制に記載する下請工事会社の建設業許可番号を記載し、証明書を末尾に添付する。

適用図書や工事概要等は監理方針書に定めるものと相違が無いようにする。また、適用図書の優先順位を明確にする。

７．プロセスの妥当性確認計画

プロセスの妥当性確認計画表においてグレー表示されている項目については、本工事で適用しない。

7.1.プロセスの実施

監理項目及び内容

工事区
分

小項目 文書又は記録名称 監理要点

詳細な項目については、特記仕様書、標準仕様書、監理指針、写
真の取り方（国交省）を参照のこと。

また、監理要点に記載された項目については、施工計画書に管理
基準・値、検査などを規定し記載すること。

「監理項目及び内容」欄の「文書又は記録名称」欄に記載された提出書類・記録・資料・試験・報告書は「監理要点」を参照し、作成又は実施を行うこと。

施

工

図

工

事

写

真

実施要領常

駐

監

理

者

工事区
分

小項目 文書又は記録名称 監理要点

詳細な項目については、特記仕様書、標準仕様書、監理指針、写
真の取り方（国交省）を参照のこと。

また、監理要点に記載された項目については、施工計画書に管理
基準・値、検査などを規定し記載すること。

伝

票

出

荷

証

明

施工者提出資料

確認方法

試

験

成

績

書

等

そ

の

他

書

類

施

工

計

画

書

施

工

図

等

工

事

写

真

そ

の

他

文

書

施

工

計

画

書

品

質

証

明

規

格

伝

票

出

荷

証
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プロセスの妥当性確認計画
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プロセスの妥当性確認計画 完成検査時 検査項目

施工者提出資料 必要書類

そ

の

他

文

書

試

験

成

績

書

等

施工者提出資料

確認方法

監理項目及び内容

実施要領

施工者提出資料 必要書類

非

常

駐

監

理

者

常

駐

監

理

者

再資源化等に関する法律(建設リサイクル法の届出）の届出
対象工事に係る部分の設計図又は写真・工程表・委任状（都道府県の指
定用紙）
（1.3.11）建築物の解体（80㎡）・建築物の新築、増築（500㎡）・建築物の修
繕、模様替（1億円）・その他の工作物（500万円）／工事着手7日前までに
提出

「建設副産物適正処理推進要綱」に従い、リサイクル等再資源化に努める
（1.3.11）建設廃材処理計画書・報告書・マニュフェストの管理・発生材の再
利用、再生資源化、再生資源の活用を行う場合は監督員と協議する

適用は特記による
工事受注時（1.1.4）工事実績情報（工事カルテ）の登録を行う(契約締結後
10日以内）
（財）日本建設情報総合センターへ登録
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工
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画

書
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工

図

完成検査時 検査項目
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等
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真

施工計画書の中に管理基準値が示されているものについては測定状況及び結果を写真記録する。

用語の定義

監理者等が請負者等から「報告」「提出」を受け、内容を把握することをいい、監督行為としては受理することで終結するものをいう。

請負者が監理者に対し、工事の状況又は結果について書面をもって知らせること。

請負者が監理者に対し、工事にかかわる書面又はその他の資料を説明し、差し出すこと。

　　　　●：原則として立会い確認

原則として、施工の各段階で、その段階で確認する工程について、初回は詳細に確認を実施し、以降は設計図書のとおりに実
施されていると確認された（以下「合格した」という。）工程（当該工程が合格したときと同じ材料が使われているものに限る。）に
ついては、抽出立会い確認を実施する。

○：初回立会い確認とする。

材料の規格証明書・防火材料認定書を末尾に添付しておく。

施工手順のフローチャートに受入検査・工程内検査・完了検査を記入し、管理基準値を明確にしておく。また、それぞれの検査時の報告書書式を添付
し、検査項目を監理者と協議する。

建設廃材処理報告書
再生資源利用報告書

再生資源利用促進報告書

工事実績情報の登録
（工事カルテのコピー）

△：施工者が作成する品質管理記録の確認とする。

請負者は完成確認時に、「完成確認時　確認項目」欄の「必要書類」欄において、○印の付いた資料・記録・報告書等を整理し提示できる準備を行うこと。

監理要点についての詳細は特記仕様書各章・公共建築工事標準仕様書（平成19年度版）・監理指針（平成19年度版）・工事写真の撮り方（改訂第2版）を参照するこ
と。

塗装の表示マーク写真（搬入時）／防水材料の入荷数量写真（搬入時）／
素地ごしらえの施工状況写真（施工中）／錆止塗料塗りの施工状況（工場
塗装を含む）写真（施工中）／各工程ごとの施工状況（塗回数が判るもの）
写真（施工中）

工事写真の撮り方は監理要点によるほか、以下の項目について整理する。

使用材料一覧に記載された材料の搬入写真・商品名と規格を示す部分は写真記録する。

施工計画書に記載された施工方法の順序ごとに工程・使用量・回数を記載し、写真記録する。

その他については、監理者と協議する。

発注者指定書式又は請負者書式による／変更の対象は実施設計図面／
変更部分の実施設計図を訂正／変更部分の内訳明細書を添付／原則と
して内訳明細書の単価を採用／採用単価は建設物価版等に掲載されて
いるものは物価版等の金額に内訳明細書内の同類の仕様で採用している
金額の掛け率（物価版との金額比較）をかけた単価を採用／類推できない
仕様については協議により単価を採用／施工性向上・工期短縮のための
増額は対象外（減額は対象）／施工者の品質保持のための増額は対象外
（減額は対象）

変更工事届／設計変更書

（1.3.2）資格又は能力を証明する資料を提出
施工管理責任者（主任技術者）及び現場代理人届／総合仮設計画書に添
付。
（発注者指定書式又は様式3-1,3-2による）

施工管理責任者（主任技
術者）及び現場代理人届

総合施工計画書

（1.2.2.a）工事全体の施工品質計画の確認
（設計品質の施工品質への変換計画確認）
工事概要／工事運営組織表／工事運営方針／基本工程表／総合仮設計
画／事前調査／行政手続リスト／安全衛生計画／総合図・施工図等工程
表／近隣対策／その他監理者が指示する事項

塗装改修工事
工事写真・記録

完成時の引渡し書類
（1.7.1）（1.7.3）保全に関する資料の内容確認及び保管
完成調書作成要領による
各種保証書の添付
（様式　調書1～5による）

完成調書

（1.4.4）（3.2.2）（3.3.2）（3.4.2）（3.5.2）（3.6.2）（3.7.2）JIS規格／押え金物の
材質及び形状／断熱材の材質及び厚さ／絶縁用シートの材料／成形伸
縮目地材の品質／厚さ／増張用シート／有効期限の確認／バックアップ
材／ボンドブレーカー

防水改修工事
材料受入検査

材料の表示マーク写真（搬入時）／防水材料の入荷数量（搬入時）／防水
材料の残量（施工後）／水勾配の状況・突起の除去・欠損部の補修状況
写真（施工前）／出隅･入隅の面取りの状況写真（施工中）／プライマ塗り
の施工状況写真（施工中）／各層の張付け状況（出隅・入隅・ドレン廻り等
の増張り・捨張り・重ね幅・立上り部・端部等）写真／断熱防水の場合は施
工順序が判る施工状況写真（施工中）／絶縁用シートの材料写真（施工
中）／断熱防水の場合の溶接金網の敷き込み写真（施工中）／伸縮調整
目地施工状況写真（施工中）

工事写真・記録

代表設計者

日 付

設計者

担当者

日 付

管理技術者

担当者

完成図作成（施工者名）



建築工事特記仕様書 04．改修工法の種類及び工程（3．1．4） 4節：改質アスファルト防水 7章：塗装改修工事
ａ．防水改修工法

01．特記仕様書各章の取扱い及び適用項目の取扱いは共通特記仕様書による。 1）既存撤去　　　　　 10．改質アスファルトシート防水（3．4．1～3．4．4） 1節：一般事項

保護層（立上り部等）・断熱層・防水層（立上り部等・平場）の既存部分は全て撤去する。 a．適用 ※ 改質アスファルトをトーチバーナーにより施工する露出防水に適用する

02．特記仕様書、標準仕様書以外の適用（1．1．1．適用範囲） 2）既存下地 ※ 補修及び処置を行う。 b．材料及び仕様 01．適用範囲（7．1．1）

a．共通特記仕様書1章：一般共通事項、1節一般事項、01.適用範囲による。 3）新設 ※ 定められた仕様で施工する。 1）　改質アスファルトシート防水トーチ工法 建物内外部のコンクリート、木部、金属、ボード類、モルタル等の素地の塗装の塗替え及び新規の塗装を施す工事に適用する。

   （社）日本建築協会監修「建築工事共通仕様書」の最新版による。 4）工法名 ： 施工場所 ：

ｂ．シーリング改修工法 ・ 密着工法（M4AS） ・ 標準仕様書AS-1 ・ 標準仕様書AS-2 02．基本要求品質（7．1．2）

２章：仮設工事 ・ シーリング充填工法 ※ シーリング再充填工法 ※ 絶縁工法（M3AS、P0AS) ※ 標準仕様書AS-4 ・ 標準仕様書AS-5 材料は特記仕様書又は標準仕様書に定める所定のものを使用し、仕上面は平滑でむらが無く、美観上、機能上、支障が

・ 拡幅シーリング再充填工法 ・ ブリッジ工法 ・ 絶縁断熱工法（M3ASI、M4ASI、P0ASI） ・ 標準仕様書ASⅠ-1 無く、塗膜は耐久性、耐火性等に対する有害な欠陥が無い状態。

１節：一般事項 2）　改質アスファルトシート防水常温工法

2節：既存防水層の処理 施工場所 ： 03．材料（7．1．3）

01．仮設材料（2．1．2） ・ 密着工法（M4AS） ・ 標準仕様書AS-3 a．塗料を屋内で使用する場合のホルムアルデヒドの放散量（規定されている場合） ※ F☆☆☆☆

a．仮設に使用する材料は使用上差し支えない程度のものとし、工事着手に先立ち仮設工事施工計画書を作成し、 05．適用範囲（3．2．1） ・ 絶縁工法（M3AS、P0AS) ・ 標準仕様書AS-6 b．防火材料の指定がある場合は建築基準法に基づく指定又は認定を受けたものを使用する。

    監理者の確認を受ける。 ａ．既存防水の保護層、防水層等の撤去及び新設防水層下地の補修及び処置に適用する。 ・ 絶縁断熱工法（M3ASI、M4ASI、P0ASI） ・ 標準仕様書ASⅠ-2

c．断熱材及び厚さ 04．施工一般（7．1．4）

２節：足場その他 06．材料（3．2．2） 1）　材料 ※ 改質アスファルト製造所の仕様による ※ 硬質ウレタンフォーム a．塗装業者 ※ 日本塗装工業会の会員 ・ 監理者の承諾する業者

ａ．アスファルト ※ JISK2207防水工事用アスファルト　3種 2）　厚さ ※ 30 ・ b．製造所（製品名） ： 日本ペイント、関西ペイント同等品

02．足場その他（2．2．1） ｂ．その他 ※ 製造所の指定 d．押え金物 ※ アルミニュウム製 ・ ステンレス製 c．工法

a．仮囲い e．脱気装置 ※ 設ける 　（材種・ ＳＵＳ 　数量・ ） ・ 設けない 　 壁面、天井面の塗装はローラー仕上とする。

1)　種類 ※ 成型鋼板 07．既存保護層等の撤去（3．2．3）既存防水層の撤去（3．2．4）・ルードレイン廻りの処理（3．2．5）は標準仕様書による。 f．製造所（製品名） ： 日新工業（日本アス防水組仕様）・田島ルーフィング（東西アス協組仕様）又は同等品 　 ただし、ロックウール化粧吸音板に塗装の場合はシーラー処理の上、吹付け塗装とする。

2）　高さ ※ d．研磨、パテかい、パテしごき、塗り方は標準仕様書による。

3）　箇所 ※ 仮設工事施工計画書により承諾する。 08．既存下地の補修及び処置（3．2．6） 5節：合成高分子系ルーフィングシート防水 「本節は本工事に適用せず」

4）　仕上げ ※ 塗装又は請負者の標準仕様とし、監理者と協議する。 ａ．補修箇所の形状、長さ、数量等は図示による。 05．見本（7．1．5）

b．定置する足場及び桟橋の類は、別契約の関係請負者に無償で使用させる。 ｂ．防水改修工法に対応した補修及び処置を標準仕様書に従って行う。 6節：塗膜防水 a．仕上げの色会いは見本帳又は見本塗板を監理者へ提出し、承諾を得る。

　　監理者の指示する物については、塗装対象の下地と同材を用いた見本塗板を指定寸法で作成する。

３節：養生 3節：アスファルト防水 12．塗膜防水（3．6．1～3．6．4）

a．材料 ※ 特記無き限り指定する製造所の仕様とする。 06．施工管理（7．1．6）・塗装面の確認等（7．1．7）は標準仕様書による。

03．既存部分の養生（2．3．1） 09．アスファルト防水（3．3．1～3．3．5） b．種別及び工程 a．錆止塗料塗りの場合は塗付け量又は標準膜厚の確認をする。

ａ．既存部分の養生はビニルシート等とし、仮設計画書で承諾する。 a．材料 施工場所 ： バルコニー他 イ）　工事現場塗装の場合は使用量から単位面積当りの塗付け量を推定する。

ｂ．仮設間仕切り等により施工作業範囲が定められた場合は、施工作業範囲外に塵埃等が飛散しないよう養生する。 1）　アスファルトの種類 ・ 3種（一般地域） ※ ウレタン系塗膜防水（P0X、L4X） ・ 標準仕様書X-1 ※ 標準仕様書X-2 ロ）　工場塗装の場合は電磁膜厚計により膜厚確認をする。

ｃ．材料、撤去材運搬で既存施設を利用する場合は合板等で適切な養生を行う。 2）　押え金物 ※ アルミニュウム製 ・ ステンレス製 ※ 指定仕様に付属する材料 ・ ゴムアスファルト系塗膜防水（P1Y、P2Y） ・ 標準仕様書Y-2

ｄ．その他 ： 3）　断熱材 ・ 押出法ポリスチレンフォーム3種ｂスキン層付 ・ 指定仕様の材料（図示） c．脱気装置 ・ 設ける（材種・ 　数量・ 個/m
2
） ・ 指定製造所の標準仕様 ※ 設けない 2節：下地調整

厚さ ・ 25 ・ d．製造所（製品名） ： 日新工業（日本アス防水組仕様）・田島ルーフィング（東西アス協組仕様）又は同等品

4節：仮設物 4）　絶縁用シート ・ ポリエチレンフィルム厚0．15以上（保護防水） 07．一般事項（7．2．1）

・ フラットヤーンクロス　70 g/m
2
程度（保護防水断熱） ａ．下地調整ＲＢ種の場合の既存塗膜除去範囲 ※ 塗替え面積の30％

05．工事監理受託者事務所、請負者事務所等（2．4．1） ・ 指定仕様の材料 7節：シーリング

a．発注者管理事務所 5）　伸縮調整目地 09．.鉄鋼面の下地調整（7．2．3）

1）　設置 ・ 有 ※ 工事監理受託者の事務所を兼用 イ）　材料 ・ 成形伸縮調整目地材（付着層タイプ・アンカータイプ） 13．シーリング（3．7．1～3．7．8） a．下地調整の種別 ・ ＲＡ種 ※ ＲＢ種 ・ ＲＣ種

2）　規模 ： ロ）　目地巾 ・ 25 ・ a．適用範囲 ※ 不定形弾性シーリング材による改修に適用し、カーテンウオール目地は除く。 b．新規に塗装を行う場合 ※ ＲＡ種 ・ ※ 表7.2.2〈注）による。

3）　備品 ： ハ）　製造所（製品名）　 ： ｂ．材料 被着体の組合せとシーリング材の種類は、表3．7．1を基準とし異なる箇所は下記による。

b．工事監理受託者事務所 1）　種類 ・ 10．.亜鉛メッキ面の下地調整（7．2．4）

1）　規模　　 ※ 20㎡程度 6）　立上り防水層保護 2）　施工箇所 ・ a．下地調整の種別 ・ ＲＡ種 ※ ＲＢ種 ・ ＲＣ種

※ 上記の他に会議室（請負者共用可） ・ 20 m2程度 ・ 不要 イ）　外部 ・ 普通レンガJIS R 1250 3種 3）　図面に記載がなくとも漏水の恐れのある部分には監理者と協議の上、施工する。 b．新規に塗装を行う場合 ※ ＲＡ種 ・ ※ 表7.2.3〈注）2・3による。

・ 上記の他に休憩室、更衣室 ・ m2程度 ・ 不要 ・ 普通コンクリート 4）　ワーキングジョイントは2面接着とし、ノンワーキングジョイントは3面接着を原則とする。

※ 上記に要する費用は維持、運用費を含め請負者の負担とする。 ・ 乾式保護材 ｃ．目地寸法 3節：錆止め塗料塗り

2）　備品　　 ◎ 電話　 ・ FAX ◎ 机及び椅子 ・ 製図板　 ◎ 書棚 ロ）　内部 ・ 厚30ラス入りモルタル押え 1）　コンクリートの打継ぎ及びひび割れ誘発目地 ※ 図示 ・ W=20、D=10以上

◎ 見本棚 ◎ 図面棚 ◎ ホワイトボード ◎ ロッカー ◎ 事務用品　 7）　乾式保護材の仕様 2）　その他の箇所の目地 ※ 図示 ・ W=10、D=10以上 14．錆止め塗料塗り（7．3．1～7．3．3）

◎ 冷暖房設備 ◎ 時計 ・ 温湿度計 ・ 給茶設備 ◎ 洗面設備 イ）　仕様 ・ 押出成形セメント板　厚15 ｄ．施工一般 a．塗料種別

・ 冷蔵庫 ◎ 雨かっぱ ◎ ゴム長靴 ◎ 懐中電灯 ◎ 安全帯 ロ）　製造所（製品名） ・ 昭和電工「ラムダ」同等品 1）　シーリング施工後は、正しく充填されていること及び硬化、接着状態を確認し、監理者へ報告し、 1）　鉄鋼面 イ）　屋外 ※ A種 ・ B種

◎ 消火器 ◎ 防寒着 8）　防水保護コンクリート ・ 普通コンクリート18 N/mm
2
 （溶接金網6φ100×100敷込み）厚さは図示 　　 監理者の確認を受ける。 ロ）　屋内 ・ A種 ※ B種 ※ B種（EP-Gの場合）

・ 公共建築工事標準仕様書(最新版) ・ 建築工事監理指針上下(最新版) 厚さ ・ こて仕上げ：80mm以上 ・ 床タイル張り等の仕上げ：60mm以上 2）　その他、標準仕様書による。 2）　亜鉛メッキ面 ※ A種 ・ B種 ※ C種（EP-Gの場合）

◎ 公共建築改修工事標準仕様書(最新版) ◎ 建築改修工事監理指針上下(最新版) 9）　排水溝 ・ モルタル金ごて仕上げ（厚40mm以上、勾配1/200以上）（溶接金網2.5φ50×50敷込み） e．シーリング材の試験 b．工程

10）　配管まわり補強方法 ※ 配管まわりは、次の取合い部補強を行う 1）　試験の実施 ・ 実施する ※ 同材組み合わせの試験成績書を確認する 1）　鉄鋼面 イ）　見え掛り部分 ※ A種 ・ B種

1）最下層に網状アスファルトルーフィング増張り 2）　試験の方法 ・ 簡易接着性試験 ・ 引張接着性試験 ロ）　見え隠れ部分 ・ A種 ※ B種

c．請負者事務所、従業員休憩所、便所等は関係法令等に従って設置し、従業員宿舎は構内に設けない。 2）配管の根元の平場にストレッチルーフィング（幅150mm程度）を張り掛けて増張り ｆ．製造所（製品名） ： 横浜ゴム「ハマタイト」・ブリジストン「ベタム」・セメダイン「セメダイン」 ハ）　塗替え部分 ※ C種

d．工事現場の適切な場所に工事名称、発注者等を示す表示板を設置する。 3）配管回りの立ち上がりの納まりは、所定の位置に防水層の端部をそろえ ｇ．指定工事業者 ： ニ）　塗装工程は標準仕様書18．3．3により、製作工場（1回目）と工事現場（2回目）に分けて行う。

e．工事監理受諾者事務所等を構内に設置することが不可能な場合は、請負者の責任で工事監理受諾者事務所を含めて借地、 　ステンレス製既成バンドで防水層端部を締め付け、上部にシーリング財を塗りつける 2）　亜鉛メッキ面 イ）　鋼製建具 ※ A種 ・ B種 ・ C種

   借家等を確保する。その費用は請負者の負担とする。 b．防水層の種類、種別及び工程 ロ）　その他 ・ A種 ・ B種 ※ C種

1）　アスファルト屋根保護防水 8節：とい 「本節は本工事に適用せず」 ハ）　塗替え部分 ※ C種

施工場所 ： 屋根：Ｉ ニ）　塗装工程は標準仕様書18．3．3により、製作工場（1回目）と工事現場（2回目）に分けて行う。

06．危険物貯蔵所（2．4．2）は標準仕様書による。 ・ 絶縁工法（P1B) ・ 標準仕様書Ｂ-1 ・ 標準仕様書Ｂ-2

・ 絶縁断熱工法（P1BI、T1BI) ・ 標準仕様書Ｂ I-1 ・ 標準仕様書Ｂ I-2 9節：アルミニウム笠木 04節：合成樹脂調合ペイント塗り（SOP）

07．材料置場、下小屋（2．4．3）は標準仕様書による。 ・ 密着断熱工法（P2AI) ・ 標準仕様書Ａ I-1 ・ 標準仕様書Ａ I-2 15．合成樹脂調合ペイント塗り（7．4．1～7．4．5）

※ 密着工法（P０ＳＡ) ・ 標準仕様書Ａ-1 ※ 標準仕様書Ａ-2 15．アルミニウム製笠木（3．9．1～3．9．3） a．適用範囲 木部、鉄鋼面及び亜鉛めっき鋼面で、既存塗膜が油性調合ペイント、合成樹脂調合ペイント又は

５節：仮設物撤去その他 「本節は本工事に適用せず」 2）　アスファルト屋根露出防水 ａ．適用範囲 ※ 建物の屋上パラペット等の改修に使用するオープン形式及び板材折曲げ形の フタル酸樹脂エナメルの塗替え及び新規に塗る場合に適用する。

施工場所 ： アルミニウム製笠木に適用する。 ｂ．塗料種別 ※ 1種 ・

08．仮設物撤去その他（2．5．1）は標準仕様書による。 ・ 密着工法（M4C) ・ 標準仕様書Ｃ-1 ・ 標準仕様書Ｃ-2 ｂ．種別 ※ 既製品 ・ 図示 ｃ．工程

・ 絶縁工法（M3D、P0D) ・ 標準仕様書Ｄ-1 ・ 標準仕様書Ｄ-2 ｃ．表面処理 ・ B－1種 ※ B－2種 ・ D種（ウレタン樹脂焼付塗装） ・ 1）　木部 イ）　屋外 ※ A種 ・ B種

・ 絶縁断熱工法（P0DI、M3DI、M4DI） ・ 標準仕様書Ｄ I-1 ・ 標準仕様書Ｄ I-2 ｄ．風速 ： 共通特記仕様書、０章：共通特記事項、02．敷地概要による。 ロ）　屋内 ・ A種 ※ B種

※露出絶縁断熱工法を採用する場合の、水勾配は1/20とし、最大緩勾配のケースでも1/50、または監理者の指示による。 e．地表面粗度区分 ： 共通特記仕様書、０章：共通特記事項、02．敷地概要による。 ハ）　塗替え部分 ・ A種 ※ B種

2）　アスファルト屋内防水 ｆ．多雪地域指定 ・ 多雪地域　（積雪荷重 　　cm） ・ 指定なし 2）　木部（多孔質広葉樹） ・

３章：防水改修工事 施工場所 ： ※ 共通特記仕様書、０章：共通特記事項、03．建物概要による。 3）　鉄鋼面 ・ A種 ※ B種

・ 密着工法（P1E、P2E） ・ 標準仕様書Ｅ-1 ・ 標準仕様書Ｅ-2 ｇ．施工箇所 ： 4）　亜鉛めっき鋼面 イ）　鋼製建具塗替え ※ A種 ・ B種 ・ C種

1節：一般事項 c．脱気装置 ・ 設ける 　（材種・ 　数量・ ） ・ 設けない ｈ．仕様 ロ）　その他塗替え ・ A種 ※ B種 ・ C種

d．製造所（製品名） ： 日新工業（日本アス防水組仕様）・田島ルーフィング（東西アス協組仕様）又は同等品 1）　一般笠木 ： 押出し型材

01．適用範囲（3．1．1） 2）　壁付立上り押え笠木 ： 押出し型材

ａ．既存の各防水、シーリング、とい、アルミニウム製笠木の改修工事に適用する。 i．固定間隔 ※ 製造所の仕様 ・ 指定なし

ｊ．製造所（製品名） ： 防水メーカー・新日軽・ＡＢＣ商会

02．基本要求品質（3．1．2）

ａ．材料は特記仕様書又は標準仕様書に定める所定のものを使用し、防水層、シーリング、とい、笠木とも

　　所定の形状及び寸法を有し、美観上、機能上、支障が無く、取合い部を含めて漏水の無い状態。

03．施工一般（3．1．3）

ａ．改修箇所の既存材料等を撤去した結果、設計図書により施工することが適切でない場合は監理者と協議する。

ｂ．悪天候等、防水に悪影響を及ぼす恐れのある場合の対処は標準仕様書による。

ｃ．防水層の施工は、随時、監理者の確認を受ける。

ｄ．降雨等に対する養生方法は標準仕様書による。

04．外壁改修工法の種類（4．1．4）
完成図作成（施工者） 完成図承諾  製作日

2011/10/31

代表設計者

舟橋　充男

業務名称 業務契約ｺｰﾄﾞ 図面番号 管理建築士

ａ．コンクリート打放し仕上げ外壁
日付

○○○○○

日付

○○○○○

日付

2011/10/31 亀山市立医療センター屋上改修工事 105203-02
１級建築士

1）ひび割れ部 ※ 樹脂注入工法 ・ Ｕカットシール材充填工法 ・ シール工法
管理技術者

○○○○○

監理者

○○○○○

 ﾌｧｲﾙ名

○○○○○

設計者

山内　正喜

図面名称 縮尺
Ａ－ 6 登録第128269号

2）欠損部 ※ 充填工法 ・
担当者

○○○○○

担当者

○○○○○

担当者

○○○○○ 建築改修工事特記仕様書-1
植野　收

3）特殊工法 ：

2,000



※注記：防水に絡むアルミ笠木は全て撤去・新設（アルミ既製品・カラー）とする。

塗膜防水以外の防水改修部には、全て改修用２重ドレンを設ける。

2階 バルコニー X-2 －防水モルタル塗り P0X

断熱材：硬質ウレタンフォームt30

MRI室上部屋根 AS-1 2箇所加硫ゴムシート防水 S4AS

透析室上部屋根 (F)2箇所(G)2箇所加硫ゴムシート防水・断熱工法 S3ASI

外来上部屋根（一般部） 14箇所加硫ゴムシート防水 S3AS

2階 庭 A-2 2箇所ﾎﾟﾁｴﾁﾚﾝｼｰﾄt0.15+ｼｰﾄ防水t1.7の上、 P0AS

2階 ライトコート 1箇所

手術室上部屋根 4箇所

Ｅ

Ｆ・Ｇ

Ｈ

Ｉ

Ｊ

Ｋ

器材庫上部屋根 3箇所加硫ゴムシート防水・断熱工法 S3ASIＬ

中材・ICU上部屋根 AS-4 7箇所P0ASＭ

3階 バルコニー X-2 3箇所防水モルタル塗り P0XＮ

3階 物干場 AS-4 3箇所P0ASＯ

3階 屋上 5箇所S3XＰ

押えｺﾝｸﾘｰﾄ

ﾎﾟﾁｴﾁﾚﾝｼｰﾄt0.15+ｼｰﾄ防水t1.7の上、
雑用ｺﾝｸﾘｰﾄt60 こて仕上げ B種

ﾎﾟﾁｴﾁﾚﾝｼｰﾄt0.15+ｼｰﾄ防水t1.7の上、
雑用ｺﾝｸﾘｰﾄt60 こて仕上げ B種

加硫ゴムシート防水

ASI-1

AS-4

ASI-1

X-2

加硫ゴムシート防水 S3AS AS-4

防水改修工法の種類及び工程

部　　位 既設仕上（改修前） 脱気装置 ドレン 備　　考防水の種別
改修工法の
種類及び工程 仕上げ記号

Q・R・S

Ｔ・Ｕ

S3AS加硫ゴムシート防水 AS-4

AS-4 (T)2箇所(U)2箇所P0ASﾎﾟﾁｴﾁﾚﾝｼｰﾄt0.15+ｼｰﾄ防水t1.7の上、
雑用ｺﾝｸﾘｰﾄt60 こて仕上げ B種

加硫ゴムシート防水 S3AS AS-4

－

(F)2箇所(G)2箇所

14箇所

2箇所

1箇所

6箇所

3箇所

8箇所

6箇所

(T)2箇所(U)2箇所

－

－

屋上緑化：ウッドデッキ仕上げ

断熱材：硬質ウレタンフォームt30

粗面仕上げ

1層目粘着層付き改質アスファルトシート

既存断熱材撤去

伸縮目地材撤去、目地テープ処理

既存断熱材撤去、断熱材下部防湿層設置

伸縮目地材撤去、伸縮目地処理（既製品）

伸縮目地材撤去、伸縮目地処理（既製品）

伸縮目地材撤去、伸縮目地処理（既製品）

脱気装置は、ステンレス製とする。



凡例

(既存)防水モルタル部

(既存)シート防水部

(既存)シート防水の上、保護コンクリート部

①
H=230

①
H=230

①H=230

①
H=230

A

B
C

E

②
H=580

③ H=580

F

G

④
H=600

H=550

⑲
H=600

⑤
H=510

H

I

⑦
H=500

J
① 立上りの詳細形状を示す。

数値は防水立上寸法を示す。H=200

配置図に記載の表

「防水改修工法の種類及び工程」における

記号を示す。
A

別紙中庭詳細図参照

H=190

H=190

H=190 H=190

⑳ H=580

機械基礎② ×1ヶ
W3200×D1200×H270+90

ハト小屋① ×1ヶ
W3200×D970×H780

H=510

H=700

⑥

⑦
H=500

ハト小屋② ×1ヶ
W1540×D1740×H1260

⑧
H=340

H=230

⑨
H=300

防水施工後、再塗装

①
H=230

H=190

D

ｱﾙﾐ水切
ﾌﾗｯｼﾝｸﾞ

ﾊﾞﾙｺﾆｰ

ﾊﾞﾙｺﾆｰ

ﾗｲﾄｺｰﾄ

ﾊﾞﾙｺﾆｰ

ﾊﾞﾙｺﾆｰ

MRI室上部屋根

透析室上部屋根

透析室上部屋根

外来上部屋根（一般部）

北側屋外階段

西側屋外階段



凡例

① 立上りの詳細形状を示す。

数値は防水立上寸法を示す。H=200

K

L

⑪
H=700

⑫
H=470

H=630

M

⑭
H=460

⑬
H=400

配置図に記載の表

「防水改修工法の種類及び工程」における

記号を示す。
A

⑬
H=400

N ①
H=230

O
⑬
H=450

P

⑩
H=400

Q

RTU

⑦
H=580

⑦
H=500

⑯
H=400

⑯
H=400

S

⑦
H=500

⑱
H=図示

機械基礎① ×8ヶ
W600×D3500×H600

機械基礎① ×1ヶ
W1500×D850×H200

⑰
H=400

機械基礎① ×1ヶ
W1000×D1000×H650

機械基礎① ×4ヶ
W400×D4500×H650

機械基礎① ×2ヶ
W800×D700×H650

機械基礎② ×1ヶ
W1200×D1100×H450+150

機械基礎② ×1ヶ
W1300×D1200×H450+150

機械基礎③ ×1ヶ
別紙詳細図参照

H=360

H=275

H=190

⑬

⑭

機械基礎① ×1ヶ
W500×D3050×H450

機械基礎① ×1ヶ
W4000×D1000×H160

機械基礎① ×1ヶ
W6560×D500×H360

⑦
H=550

機械基礎④ ×1ヶ
W700×D1000×H100

機械基礎④ ×1ヶ
W600×D600×H100

機械基礎④ ×1ヶ
W700×D700×H100

⑮

建具周り A

建具周り B

建具周り C

ｱﾙﾐ水切
ﾌﾗｯｼﾝｸﾞ

手術室上部屋根

器材庫上部屋根

中材・ICU上部屋根

ﾊﾞﾙｺﾆｰ

3階物干場

3階屋上

機械室(1)上部屋根

機械室(3)上部屋根

階段室上部屋根

ｸｰﾘﾝｸﾞﾀﾜｰ置場高架水槽置場

⑨
H=580

⑳ H=470

⑬

⑭

鉄骨階段① 

鉄骨階段② 

機械基礎③

⑮

(既存)防水モルタル部

(既存)シート防水部

(既存)シート防水の上、保護コンクリート部



2階・3階 バルコニー部①

改修前 改修後

中材上部屋根・3階 物干場⑬

改修前 改修後

透析室上部屋根④

改修前 改修後

器材庫上部屋根⑪

改修前 改修後 改修前 改修後

器材庫上部屋根⑫

改修前 改修後

透析室上部屋根⑥

MRI室上部屋根②

改修前 改修後

改修前 改修後

透析室上部屋根⑤

改修前 改修後

外来上部屋根（一般部）・手術室上部屋根⑦

改修前 改修後

3階 屋上⑩

改修前 改修後改修前 改修後改修前 改修後

改修前 改修後

部位

詳細

部位

部位

詳細

詳細

部位

詳細

改修前 改修後

MRI室上部屋根③

外来上部屋根トップライト⑧

外来上部屋根（一般部）、機械室(1)上部屋根⑨

改修前 改修後

中材・ICU上部屋根⑭ 3階屋上⑮ クーリングタワー置場、高架水槽置場⑯

H ：平面図表記寸法

H ：平面図表記寸法

H ：平面図表記寸法

H ：平面図表記寸法

機械室(1)(3)上部屋根・階段室上部屋根



部位

詳細

部位

部位

詳細

詳細

部位

詳細

改修前 改修後 改修前 改修後

※平面図表記：H=270+90

前側 後側

高架水槽置場⑰ 高架水槽置場⑱

機械基礎① 機械基礎②

H ：平面図表記寸法

H ：平面図表記寸法

H ：平面図記載寸法

H ：平面図記載寸法

機械基礎③

ハト小屋①

改修前 改修後 改修前 改修後

機械基礎④

改修前 改修後

ハト小屋②

改修前 改修後

建具周り

改修前 改修後

A ： W570×D1910×H270

B ： W770×D1870×H230

C ： W700×D1900×H250

改修前 改修後

透析室上部屋根⑲

改修前 改修後

手術室上部屋根、ライトコート⑳



中庭詳細図I

改修前

改修後

改修前中庭平面図　S=1:100 改修前中庭断面詳細図　S=1:20

改修後中庭断面詳細図　S=1:20

鉄骨階段詳細図

改修後中庭平面図　S=1:100

平面図 S=1:30

断面図 S=1:30

平面図 S=1:30

断面図 S=1:30

鉄骨階段②鉄骨階段①



西側屋外階段詳細図西側屋外階段詳細図


